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は
じ
め
に

前
稿
で
は
、
現
代
所
得
税
制
の
起
点
と
な
る
と
評
価
さ
れ
る
一
連
の
税
制
改
正
に
よ
っ
て
、
三
井
合
名
は
内
部
留
保
を
重
視
し
、
蓄
積
さ

れ
た
内
部
資
金
に
よ
っ
て
自
己
資
本
を
増
加
さ
せ
て
き
た
そ
れ
ま
で
の
財
務
政
策
に
対
し
て
大
き
な
変
更
を
求
め
ら
れ
た
こ
と
を
明
ら
か
に

し
（
（
（

た
。
具
体
的
に
は
定
款
を
改
定
し
て
内
部
留
保
率
を
引
き
下
げ
る
一
方
、
配
当
金
の
増
加
分
は
社
員
預
金
と
し
て
預
り
、
配
当
増
加
に
よ

る
社
外
流
失
資
金
を
補
っ
た
。
し
か
し
、
社
員
預
金
は
同
族
の
所
得
税
支
払
い
や
相
続
税
の
支
払
い
の
た
め
に
も
費
消
さ
れ
、
内
部
留
保
率

の
引
き
下
げ
を
補
塡
す
る
機
能
を
制
限
す
る
も
の
と
な
り
、
三
井
合
名
は
内
部
留
保
を
原
資
と
す
る
増
資
と
い
う
基
本
的
な
構
図
が
維
持
で

き
な
く
な
っ
た
。
し
か
も
、
社
員
預
金
以
外
に
は
、
高
い
配
当
性
向
が
維
持
さ
れ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
同
族
会
か
ら
の
資
金
の
還
流
は
限

ら
れ
、
さ
ら
に
相
続
税
の
支
払
い
な
ど
の
た
め
に
、
そ
れ
ま
で
合
名
会
社
と
同
族
の
資
産
の
区
分
を
明
確
に
定
め
、
年
々
の
収
益
に
つ
い
て

再
投
資
を
優
先
す
る
三
井
合
名
体
制
の
原
則
が
揺
ら
い
で
い
た
。

こ
の
よ
う
な
状
況
の
下
で
、
三
井
合
名
は
、
保
有
資
産
の
操
作
（
評
価
換
、
売
却
）
な
ど
に
よ
っ
て
資
金
を
捻
出
す
る
必
要
が
生
じ
た
。

昭
和
恐
慌
期
の
景
気
後
退
で
傘
下
企
業
の
資
金
需
要
が
小
さ
か
っ
た
期
間
に
は
顕
在
化
し
な
か
っ
た
が
、
高
橋
財
政
に
よ
る
景
気
回
復
が
進

展
し
、
株
式
市
場
が
活
況
を
呈
す
る
よ
う
に
な
る
と
、
財
務
政
策
の
転
換
の
絶
好
の
環
境
が
整
っ
た
と
い
っ
て
よ
い
。
た
だ
し
、
そ
の
一
方

で
恐
慌
期
か
ら
の
「
財
閥
批
判
」
の
動
き
は
、
三
井
合
名
理
事
長
団
琢
磨
の
暗
殺
に
象
徴
さ
れ
る
よ
う
に
、
三
井
に
対
し
て
厳
し
い
制
約
を

課
す
こ
と
に
な
っ
た
。
寄
付
（
（
（
金
や
国
策
会
社
等
へ
の
出
資
に
は
「
批
判
」
に
配
慮
し
て
応
じ
て
い
た
も
の
の
、
他
方
で
直
系
企
業
の
自
己
資

金
を
超
え
る
投
資
拡
大
に
対
す
る
資
金
供
給
に
は
慎
重
で
あ
っ
た
。
つ
ま
り
、
三
井
合
名
の
財
務
政
策
の
転
換
は
、
こ
の
制
約
の
た
め
に
簡

単
に
は
進
ま
ず
、
三
菱
や
住
友
な
ど
の
対
応
と
は
大
き
く
異
な
る
こ
と
に
な
っ
た
。



総有制的資産保有の制約（武田）

217

本
稿
の
課
題
は
、
こ
の
よ
う
な
制
約
の
も
と
で
展
開
す
る
三
井
合
名
の
財
務
政
策
に
つ
い
て
そ
の
試
行
錯
誤
の
過
程
を
明
ら
か
に
す
る
こ

と
で
あ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
春
日
豊
は
、
三
井
合
名
と
三
井
物
産
と
の
合
併
に
い
た
る
経
緯
を
明
ら
か
に
し
、
相
続
税
な
ど
の
負
担
増

加
に
よ
っ
て
三
井
合
名
が
選
択
し
た
異
例
の
組
織
改
革
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。
春
日
に
よ
る
と
、
株
式
売
却
に
よ
る
資
金
調
達
が
本
格
化

し
た
の
は
、「
昭
和
一
一
年
度
か
ら
で
あ
り
、
昭
和
一
三
、
一
四
年
度
に
急
増
し
た
」
こ
と
、
ま
た
、「
一
三
年
秋
か
ら
三
井
合
名
は
、
本
格

的
な
金
融
機
関
か
ら
の
借
入
を
開
始
し
た
」
と
い
（
（
（
う
。
こ
れ
ら
の
指
摘
に
つ
い
て
基
本
的
に
は
異
論
は
な
い
。
た
だ
し
、
春
日
が
詳
細
に
わ

た
る
こ
と
を
避
け
た
た
め
に
、
個
々
の
株
式
売
却
な
ど
の
保
有
証
券
の
操
作
や
、
株
式
売
却
と
借
入
金
の
導
入
と
の
関
係
に
つ
い
て
は
、
追

加
す
べ
き
説
明
が
残
っ
て
い
る
点
が
見
出
さ
れ
る
た
め
、
本
稿
は
そ
う
し
た
点
に
つ
い
て
明
ら
か
に
し
、
春
日
が
明
ら
か
に
し
た
組
織
改
革

の
決
断
を
迫
ら
れ
る
ま
で
の
期
間
中
の
実
態
に
つ
い
て
、
主
と
し
て
資
金
調
達
面
に
限
定
し
て
明
ら
か
に
す
る
こ
と
に
し
た
い
。

（
1
）　
武
田
晴
人
「
同
族
会
社
認
定
と
所
得
税
負
担
」『
三
井
文
庫
論
叢
』
五
五
号
、
二
〇
二
一
年
。

（
2
）　
寄
付
金
に
つ
い
て
は
、
詳
細
を
本
稿
で
明
ら
か
に
す
る
余
裕
は
な
い
が
、
三
井
合
名
が
ま
と
め
た
資
料
に
よ
る
と
、
昭
和
六
年
下
期
ま
で
半

期
四
〇
万
円
前
後
で
あ
り
、
昭
和
八
年
下
期
か
ら
は
半
期
一
〇
〇
万
円
前
後
に
達
し
て
い
る
。
し
か
も
、
こ
の
間
に
九
年
上
期
に
は
三
井
報
恩

会
寄
付
三
〇
〇
〇
万
円
な
ど
が
あ
っ
て
、
同
年
中
（
上
下
合
計
）
の
寄
付
金
額
は
三
五
〇
〇
万
円
に
達
し
て
い
る
か
ら
、
そ
の
資
金
の
調
達
負

担
も
軽
く
は
な
か
っ
た
（
三
井
合
名
『
会
計
課
議
案
』
各
年
所
収
史
料
に
よ
る
）。

（
3
）　
春
日
豊
に
よ
れ
ば
、
三
井
財
閥
で
は
昭
和
八
～
九
年
を
画
期
に
、
増
大
す
る
資
金
需
要
に
対
し
て
株
式
の
売
却
や
公
開
な
ど
が
進
め
ら
れ
る

こ
と
に
な
り
、
そ
う
し
た
対
応
は
三
井
合
名
だ
け
で
な
く
、
三
井
鉱
山
傘
下
の
東
洋
高
圧
や
三
池
窒
素
工
業
の
株
式
公
開
、
三
井
物
産
傘
下
の

東
洋
レ
ー
ヨ
ン
の
株
式
公
開
に
及
ん
で
い
る
。
そ
れ
故
、
資
金
調
達
に
つ
い
て
三
井
合
名
が
慎
重
で
あ
っ
た
半
面
で
、
三
井
財
閥
が
自
己
金
融

的
な
方
策
か
ら
離
脱
し
つ
つ
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
は
間
違
い
な
い
（
春
日
豊
「
三
井
財
閥
」
麻
島
昭
一
編
『
財
閥
金
融
構
造
の
比
較
研
究
』
御

茶
の
水
書
房
、
一
九
八
七
年
、
七
四
頁
）。
た
だ
し
、
こ
の
よ
う
な
三
井
の
動
き
は
、
三
菱
や
住
友
と
比
べ
て
立
ち
遅
れ
て
い
た
こ
と
は
否
定
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で
き
な
い
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
武
田
晴
人
『
日
本
経
済
の
発
展
と
財
閥
本
社
：
持
株
会
社
と
内
部
資
本
市
場
』
東
京
大
学
出
版
会
、
二
〇
二

〇
年
を
参
照
。

（
4
）　
春
日
豊
「
戦
時
体
制
へ
の
移
行
と
財
閥
の
再
編
成
」『
三
井
文
庫
論
叢
』
二
一
号
、
一
九
八
七
年
、
三
井
文
庫
編
『
三
井
事
業
史
』
第
三
巻

中
（
春
日
豊
執
筆
）、
七
二
一
～
七
二
三
頁
。
な
お
、
改
組
問
題
に
つ
い
て
は
、
同
『
三
井
事
業
史
』
第
三
巻
下
（
鈴
木
邦
夫
執
筆
）、
二
〇
〇

一
年
も
参
照
さ
れ
た
い
。

一
　
保
有
有
価
証
券
の
操
作

乙
号
勘
定
国
債
の
移
管
と
売
却

昭
和
七
年
一
月
一
六
日
に
会
計
課
長
は
、「
有
価
証
券
所
属
換
ノ
件
」
を
提
案
し
て
い
る
。
そ
れ
は
、「
臨
時
且
ツ
緊
急
ナ
ル
都
合
ニ
依

リ
」
と
い
う
以
上
の
説
明
は
な
い
が
、「
乙
号
勘
定
ニ
テ
所
有
ノ
国
債
額
面
額
五
百
万
円
ヲ
甲
号
勘
定
ニ
」、「
甲
号
勘
定
ニ
テ
所
有
ノ
鐘
淵

紡
績
株
式
会
社
株
式
ヲ
乙
号
勘
定
ニ
」
組
み
入
れ
る
入
れ
替
え
を
行
う
も
の
で
あ
っ
（
（
（

た
。
甲
号
勘
定
に
移
管
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
国
債
は
、

二
二
回
国
庫
債
券
額
面
五
〇
万
円
、
二
五
回
同
一
〇
万
円
、
二
七
回
同
二
七
〇
万
円
、
二
九
回
同
六
〇
万
円
、
三
二
回
同
一
一
〇
万
円
で
、

所
属
換
え
に
伴
う
記
帳
価
格
は
約
四
六
九
万
円
（
時
価
四
七
八
万
円
）
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
乙
号
勘
定
へ
移
管
さ
れ
た
鐘
淵
紡
績

株
は
新
旧
合
わ
せ
て
二
万
四
五
四
二
株
、
記
帳
価
格
四
六
九
万
円
、
時
価
四
七
八
万
円
ほ
ど
で
あ
っ
た
。
移
管
さ
れ
た
国
庫
債
券
は
、
三
井

合
名
が
所
有
す
る
国
公
債
総
額
二
六
一
九
万
円
の
一
八
％
に
当
た
る
も
の
で
あ
っ
た
が
、
こ
の
所
属
換
え
は
戻
さ
れ
る
こ
と
な
く
、
表
1
の

よ
う
に
、
二
月
末
か
ら
八
月
中
旬
に
か
け
て
、
二
七
回
八
〇
万
円
、
三
二
回
五
〇
万
円
を
残
し
て
全
額
売
却
処
分
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
国
債
売
却
は
三
井
合
名
の
有
価
証
券
保
有
に
関
す
る
前
後
の
状
況
と
対
比
す
る
と
、
や
や
異
例
の
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
年
の
売
却
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額
は
額
面
で
七
二
九
万
円
に
近
く
、
表
2
の
よ
う
に
、
昭
和
二
年
な
ど
と
異
な
り
、
同
年
中
に
は
買
入
が
ほ
と
ん
ど
な
か
っ
た
か
ら
で
あ
る
。

国
債
は
も
と
も
と
同
族
財
産
の
資
産
保
全
を
意
図
し
た
乙
号
勘
定
に
お
い
て
安
定
資
産
と
し
て
保
有
さ
れ
て
い
た
。
そ
れ
ゆ
え
、
こ
の
措
置

は
乙
号
勘
定
の
安
定
資
産
が
減
少
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
こ
と
を
意
味
し
て
い
た
。

そ
し
て
、
昭
和
九
年
に
も
売
却
超
過
と
な
っ
た
後
は
、
再
び
国
債
の
買
い
入
れ
が
復
活
し
た
が
、
昭
和
一
一
年
の
よ
う
に
償
還
と
買
入
が

ほ
ぼ
同
額
で
あ
る
な
ど
、
残
高
は
維
持
さ
れ
た
も
の
の
、
そ
れ
以
降
一
五
年

ま
で
国
債
の
保
有
額
は
ほ
と
ん
ど
変
わ
ら
な
く
な
っ
た
。
昭
和
七
年
の
売
却

が
異
例
と
い
う
の
は
、
そ
う
し
た
意
味
で
あ
っ
た
。

乙
号
勘
定
と
の
関
係
で
は
、
さ
ら
に
昭
和
七
年
五
月
一
〇
日
に
（
（
（
は
、「
銀

行
預
金
及
有
価
証
券
所
属
換
ノ
件
」
の
提
案
が
承
認
さ
れ
、
乙
号
勘
定
の
銀

行
預
金
二
五
〇
万
円
と
国
債
額
面
三
七
五
万
円
を
甲
号
勘
定
に
組
み
入
れ
る

と
と
も
に
、
甲
号
勘
定
で
所
有
す
る
三
井
銀
行
新
株
式
八
万
一
五
六
〇
株
、

簿
価
四
一
五
万
円
を
乙
号
勘
定
に
移
す
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
同

年
中
の
国
債
の
移
管
は
八
七
五
万
円
に
達
し
た
。
移
管
資
産
を
比
較
す
る
と
、

簿
価
で
は
一
七
二
万
円
ほ
ど
の
差
が
生
じ
て
い
た
が
、
銀
行
新
株
の
時
価
は

六
〇
三
万
円
ほ
ど
と
見
積
も
ら
れ
、
乙
号
勘
定
か
ら
の
預
金
及
び
国
債
の
合

計
額
と
ほ
ぼ
一
致
し
て
い
た
。
こ
れ
は
、「
満
州
国
借
款
応
諾
ニ
伴
ヒ
之
ニ

必
要
ナ
ル
資
金
ヲ
調
達
ス
ル
タ
メ
」
と
説
明
さ
れ
て
お
り
、
一
月
の
「
臨
時

且
ツ
緊
急
ナ
ル
都
合
」
と
は
別
の
新
た
な
出
資
へ
の
対
応
で
あ
っ
（
（
（

た
。
な
お
、

表 1　昭和 7 年 1月 移管国債の売却� （単位：円）

月 日 銘柄 償還 額面 簿価

2 29 第22回五分利国庫債券 昭9.6 売却 200,000 200,600
第27回五分利国庫債券 昭11.9 売却 300,000 275,100
第29回国庫債券 昭11.12 売却 600,000 597,300

4 20 第22回五分利国庫債券 昭9.6 売却 300,000 300,900
第25回国庫債券 昭11.3 売却 100,000 99,450
第32回五分利国庫債券 昭12.6 売却 50,000 46,100
第32回五分利国庫債券 昭12.6 売却 200,000 184,400
第32回五分利国庫債券 昭12.6 売却 350,000 322,700
第32回五分利国庫債券 昭12.6 売却 500,000 461,000
第27回五分利国庫債券 昭11.9 売却 500,000 458,600

8 8 第27回五分利国庫債券 昭11.9 売却 500,000 458,500
13 第32回五分利国庫債券 昭12.6 売却 500,000 460,500
17 第32回五分利国庫債券 昭12.6 売却 200,000 184,200

第27回五分利国庫債券 昭11.9 売却 800,000 733,600

出典）　「昭和七年一月一六日　有価証券所属換ノ件」『昭和七年　会計課議案並
報告　会計課　株式国債其他（税務以外）』合名365．
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四
月
時
点
で
は
特
別
準
備
金
を
取
り
崩
し
て
支
出
す
る
予
定
で
あ
っ
た
よ
う
で

あ
る
が
、
上
記
の
よ
う
に
五
月
一
〇
日
に
甲
乙
勘
定
の
資
産
の
入
れ
替
え
を
行

い
、
甲
号
勘
定
に
移
管
さ
れ
た
預
金
の
取
崩
し
お
よ
び
有
価
証
券
の
売
却
に
よ

っ
て
支
出
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。

こ
の
甲
乙
勘
定
間
の
入
れ
替
え
は
、
し
ば
ら
く
後
の
昭
和
一
二
年
九
月
に

「
甲
口
ニ
テ
所
有
ス
ル
国
債
ト
乙
口
ニ
属
ス
ル
銀
行
預
金
ト
ヲ
交
換
」
す
る
こ

と
に
な
り
、
乙
号
勘
定
の
安
定
資
産
保
有
を
増
強
す
る
こ
と
で
修
正
さ
れ
（
（
（

た
。

す
な
わ
ち
、
甲
号
勘
定
で
保
有
す
る
「
へ
号
」
四
分
利
公
債
額
面
八
六
万
三
七

七
五
円
、
簿
価
八
五
万
八
一
八
円
三
七
銭
と
、「
い
号
」
三
分
利
半
国
庫
債
券

額
面
一
六
三
万
二
六
〇
〇
円
　
簿
価
一
五
九
万
九
九
四
八
円
の
合
計
額
面
二
五

〇
万
円
、
簿
価
二
四
五
万
円
が
甲
号
勘
定
か
ら
乙
号
勘
定
に
移
さ
れ
た
。
そ
の

見
返
り
に
乙
号
勘
定
の
銀
行
預
金
の
う
ち
簿
価
と
同
額
の
二
四
五
万
円
が
乙
号

勘
定
か
ら
甲
号
勘
定
に
移
さ
れ
た
。
こ
の
時
期
に
は
、
三
井
合
名
の
資
金
繰
り

が
苦
し
く
な
っ
て
い
た
（
後
述
）
こ
と
も
あ
り
、
こ
の
移
管
に
つ
い
て
は
「
甲

口
ノ
流
動
資
金
ノ
円
滑
ヲ
計
ル
ト
共
ニ
乙
口
資
金
ヲ
有
利
ニ
運
用
ス
ル
モ
ノ
ニ

有
之
候
」
と
議
案
の
提
案
理
由
が
説
明
さ
れ
て
い
（
（
（
る
。

評
価
損
失
に
対
す
る
税
務
判
断

表 2　国債の所有及び異動� （単位：1000 円）

期首残高 償還 売却 買入取得

額面 簿価 額面 簿価 額面 簿価 額面 簿価

昭和 2 年 32,770 30,731 16,524 15,834 11,300 10,388
昭和 3 年 27,546 25,285 3,723 3,506
昭和 4 年 23,821 21,779 2,000 1,835 3,000 2,917
昭和 5 年 24,821 22,861 2,166 1,960 4,440 4,593
昭和 6 年 27,185 25,494 225 222 3,210 3,148 3,800 3,622
昭和 7 年 28,090 26,191 600 1,377 7,288 6,763
昭和 8 年 19,345 18,051 3,000 2,917 1,464 1,497
昭和 9 年 17,809 16,631 5,364 5,440
昭和10年 23,193 22,071 1,500 1,542
昭和11年 24,673 23,612 16,095 15,055 15,643 15,411
昭和12年 20,826 20,497 3,000 2,940
昭和13年 23,826 23,437
昭和14年 23,658 23,437 230 221
昭和15年 24,052 23,959 317 301

出典）　三井合名『有価証券勘定元帳』より作成．
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昭
和
八
年
は
じ
め
か
ら
三
井
合
名
は
、
保
有
す
る
有
価
証
券
の
評
価
価
格
を
積
極
的
に
変
更
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。

こ
の
よ
う
な
方
式
を
推
進
す
る
こ
と
に
な
っ
た
背
景
に
は
、
所
得
税
に
対
す
る
税
務
署
の
判
断
へ
の
対
応
と
い
う
側
面
も
あ
っ
た
と
考
え

ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
前
稿
で
も
指
摘
し
た
通
り
、
三
井
合
名
の
所
得
税
申
告
に
つ
い
て
は
、
た
び
た
び
税
務
署
の
否
認
に
よ
っ
て
更
正
申

告
を
求
め
ら
れ
て
い
（
（
（

た
。
た
と
え
ば
、
昭
和
四
年
度
に
つ
い
て
は
、
上
期
に
は
第
一
種
所
得
税
追
加
払
六
〇
七
円
四
〇
銭
、
営
業
収
益
税
追

加
払
二
九
三
円
一
七
銭
、
下
期
に
は
営
業
収
益
税
減
額
返
還
一
五
六
七
円
一
九
銭
が
あ
っ
（
（
（
た
。
こ
の
時
は
少
額
の
認
識
の
差
異
で
あ
っ
た
が
、

六
年
度
の
所
得
計
算
で
は
、
有
価
証
券
価
格
償
却
金
七
二
六
万
円
余
が
問
題
と
な
っ
（
（
（

た
。
こ
の
償
却
は
、
株
式
会
社
芝
浦
製
作
所
が
資
本
金

半
額
減
資
し
た
た
め
の
所
有
株
数
減
少
に
よ
る
損
金
五
七
〇
万
円
と
、
東
京
発
電
株
式
会
社
が
東
京
電
灯
に
合
併
し
た
こ
と
に
よ
る
所
有
株

数
減
少
に
よ
る
損
金
一
五
六
万
円
で
あ
っ
た
。
前
者
は
、
三
井
合
名
所
有
株
式
二
二
万
五
七
三
一
株
（
払
込
五
〇
円
）
が
半
数
と
な
っ
た
こ

と
に
よ
る
も
の
で
、
所
有
価
格
一
一
四
〇
万
円
の
半
額
で
あ
っ
た
。
後
者
は
、
合
名
所
有
東
京
発
電
株
式
会
社
株
式
五
万
株
（
払
込
五
〇

円
）
が
東
京
電
灯
株
式
二
万
五
〇
〇
〇
株
（
払
込
五
〇
円
）
と
な
っ
た
こ
と
に
よ
る
所
有
価
格
三
一
二
万
五
〇
〇
〇
円
の
半
額
で
あ
っ
た
。

こ
れ
に
つ
い
て
、
三
井
合
名
は
永
代
税
務
署
署
長
な
ど
に
あ
て
て
「
資
産
ノ
減
少
ニ
因
ル
損
害
ヲ
税
務
上
ノ
損
金
ニ
計
算
方
御
認
容
相
受

度
キ
御
願
」
を
提
出
（
（
（

し
、
損
金
と
し
て
認
め
る
こ
と
を
願
い
出
て
い
る
。
三
井
合
名
で
は
、「
同
種
案
件
ニ
関
シ
税
務
署
御
取
扱
ノ
先
例
」

と
し
て
、
昭
和
二
年
下
期
に
は
電
気
化
学
工
業
株
式
二
割
減
資
の
損
金
三
〇
万
円
に
つ
い
て
「
損
金
ト
シ
テ
御
認
容
」、
昭
和
三
年
上
期
に

は
「
漢
城
銀
行
新
株
式
の
半
額
減
資
損
金
三
二
五
〇
円
は
「
否
認
」、
昭
和
四
年
上
期
に
は
時
事
新
報
株
式
の
半
額
減
資
損
金
五
万
円
に
つ

い
て
「
否
認
」、
昭
和
五
年
下
期
に
は
大
阪
時
事
新
報
株
式
無
償
減
資
金
額
抛
棄
金
六
二
五
〇
円
は
「
認
容
」
と
な
っ
て
い
た
。
税
務
判
断

は
一
定
し
て
い
な
か
っ
た
。

こ
の
先
例
に
加
え
て
三
井
合
名
は
、
田
中
耕
太
郎
、
片
山
義
勝
、
青
木
徹
二
、
上
野
道
輔
な
ど
の
有
力
な
専
門
家
の
意
見
も
参
照
し
つ
つ
、

「
無
償
減
資
ガ
株
主
ニ
損
失
ヲ
與
フ
ル
コ
ト
ハ
右
ニ
引
用
仕
候
諸
大
家
ノ
意
見
ニ
ヨ
リ
更
ニ
疑
ノ
余
地
ナ
キ
」
な
ど
説
明
を
尽
く
し
て
主
張
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し
た
。

し
か
し
、
昭
和
七
年
三
月
末
に
税
務
署
（
（1
（
は
、「
本
件
ヲ
以
テ
資
産
評
価
損
ナ
リ
ト
シ
税
務
取
扱
上
若
シ
本
件
評
価
損
ヲ
認
容
ス
ル
ナ
ラ
バ

同
時
ニ
他
ノ
有
価
証
券
ノ
評
価
益
ヲ
計
上
ス
ベ
キ
モ
ノ
ナ
リ
」
と
指
摘
し
て
合
名
の
主
張
を
否
認
し
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
三
井
合
名
は
、

「
株
式
ノ
減
資
損
又
ハ
合
併
損
ヲ
以
テ
簡
単
ニ
所
有
資
産
ノ
評
価
損
ナ
リ
ト
ス
ル
ノ
適
否
ニ
就
テ
ハ
議
論
ノ
余
地
ア
リ
、
且
ツ
本
件
税
額
ハ

多
大
ナ
リ
ト
雖
モ
審
査
請
求
又
ハ
訴
願
ニ
ヨ
ル
異
議
申
立
テ
ニ
テ
ハ
当
社
主
張
ノ
貫
徹
ヲ
期
シ
難
ク
、
又
行
政
訴
訟
ニ
ヨ
ル
時
ハ
或
ハ
誇
大

ナ
ル
新
聞
記
事
ト
ナ
リ
、
世
評
ヲ
誤
ル
虞
ア
リ
、
仍
テ
此
際
ハ
大
事
ヲ
採
リ
テ
税
務
署
ノ
決
定
ニ
承
服
ノ
事
ト
ス
」
と
、
社
会
的
批
判
が
生

ず
る
こ
と
を
警
戒
し
て
税
務
署
の
判
断
を
受
け
容
れ
る
こ
と
と
し
（
（1
（

た
。

な
お
、
寄
付
金
に
つ
い
て
は
、
昭
和
八
年
一
月
二
三
日
に
「
非
常
時
寄
付
金
ヲ
税
務
上
ノ
損
金
ニ
計
算
方
ニ
関
シ
御
願
」
を
国
税
局
長
、

東
京
税
務
監
督
局
長
、
永
代
橋
税
務
署
長
に
提
出
し
、
前
年
六
月
か
ら
七
月
に
か
け
て
三
井
合
名
が
寄
付
し
た
失
業
救
済
寄
付
金
三
〇
〇
万

円
（
内
務
大
臣
宛
）
及
び
五
万
円
（
松
坂
町
長
宛
）
の
合
計
三
〇
五
万
円
に
つ
い
て
、
損
金
に
計
上
す
る
こ
と
を
認
め
る
よ
う
求
め
て
い
（
（1
（

る
。

こ
れ
に
つ
い
て
、
税
務
上
で
は
、
寄
付
金
で
も
「
出
資
者
ノ
個
人
的
立
場
ニ
於
テ
為
シ
タ
ル
寄
付
金
ヲ
会
社
ノ
損
金
ニ
転
嫁
シ
タ
ル
モ
ノ
」

み
な
さ
れ
て
、
こ
れ
ま
で
も
い
く
つ
か
損
金
計
上
が
否
認
さ
れ
て
き
て
い
た
こ
と
か
ら
、
改
め
て
そ
の
寄
付
の
意
義
を
強
調
し
て
損
金
計
上

を
認
め
る
よ
う
に
求
め
た
。
三
井
合
名
の
主
張
は
、「
当
会
社
ノ
寄
付
金
ハ
毎
期
提
出
致
居
リ
候
明
細
表
ニ
相
示
シ
候
通
リ
一
意
社
会
公
共

ノ
利
福
ヲ
増
進
ス
ル
ノ
目
的
ヲ
以
テ
出
捐
致
候
モ
ノ
ニ
テ
法
人
ト
ハ
云
へ
当
会
社
ノ
如
キ
社
会
上
特
殊
ナ
ル
立
場
ト
性
質
ヲ
帯
ブ
ル
会
社
ト

シ
テ
ハ
存
立
維
持
ノ
上
ヨ
リ
必
要
ナ
ル
支
出
義
捐
ニ
外
ナ
ラ
ス
」
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た
。
そ
れ
は
、「
険
悪
ナ
ル
世
相
緩
和
ニ
資
ス
ル
ノ

主
旨
ニ
出
デ
国
家
ノ
秩
序
維
持
ノ
上
ニ
モ
相
当
ノ
貢
献
ヲ
為
シ
得
タ
ル
モ
ノ
ト
相
信
シ
ラ
レ
候
上
他
面
ヨ
リ
之
ヲ
見
ル
ニ
三
井
ノ
経
営
ス
ル

各
種
広
汎
ナ
ル
事
業
ノ
安
全
ヲ
期
ス
ル
上
ニ
モ
亦
緊
要
適
切
ナ
ル
出
捐
ニ
有
之
候
間
三
井
各
事
業
ノ
枢
軸
ヲ
作
ス
当
三
井
合
名
会
社
ニ
取
リ

テ
ハ
税
務
ノ
上
ニ
於
テ
モ
之
ヲ
会
社
ノ
営
業
ニ
直
接
関
係
ア
ル
支
出
ナ
リ
ト
シ
損
金
ニ
計
算
方
御
認
容
相
受
ケ
候
事
最
モ
可
然
義
」
と
し
て
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い
（
（1
（

た
。
後
の
経
過
か
ら
見
る
と
、
こ
の
願
い
出
は
認
め
ら
れ
た
。

記
帳
価
格
の
変
更

以
上
の
よ
う
に
株
式
等
の
価
格
変
動
や
、
合
併
な
ど
に
伴
う
株
式
評
価
の
変
動
に
つ
い
て
、
税
務
当
局
は
評
価
損
だ
け
を
一
方
的
に
求
め

る
こ
と
は
否
認
し
て
い
た
。
そ
の
た
め
、
三
井
合
名
は
株
式
価
格
の
変
動
に
よ
っ
て
生
じ
る
評
価
損
益
を
内
部
で
処
理
し
な
が
ら
、
評
価
益

計
上
の
実
績
を
積
む
と
と
も
に
、
資
産
状
態
の
健
全
性
維
持
に
努
め
る
よ
う
に
な
っ
た
と
推
察
さ
れ
る
。
そ
し
て
、
そ
れ
は
近
い
将
来
に
実

現
す
る
株
式
の
売
却
に
つ
い
て
、
含
み
益
を
先
取
り
す
る
よ
う
な
意
義
を
も
っ
た
。

三
井
合
名
会
計
課
は
、
昭
和
八
年
一
月
二
三
日
の
「
議
案
　
所
有
株
式
記
帳
価
格
変
更
ノ
件
」
に
よ
っ
て
、
王
子
製
紙
会
社
株
式
ほ
か
四

銘
柄
の
記
帳
価
格
を
引
き
上
げ
て
七
六
七
万
円
余
の
評
価
益
を
計
上
す
る
一
方
で
、
北
海
道
炭
礦
汽
船
会
社
株
式
ほ
か
二
五
銘
柄
の
評
価
の

引
き
下
げ
で
ほ
ぼ
同
額
の
七
六
七
万
円
の
評
価
損
を
計
上
す
る
こ
と
を
求
め
承
認
さ
れ
（
（1
（

た
。
こ
の
提
案
に
つ
い
て
は
、「
当
社
所
有
株
式
ノ

記
帳
価
格
ハ
従
来
原
価
維
持
ノ
方
針
ヲ
以
テ
評
価
替
ヲ
行
ハ
ズ
久
シ
ク
経
過
致
候
処
他
日
売
却
ノ
場
合
ヲ
モ
考
慮
シ
此
際
記
帳
価
格
ノ
修
正

ヲ
行
ハ
ン
ト
ス
」
と
株
式
の
売
却
を
視
野
に
入
れ
た
措
置
で
あ
っ
た
。
た
だ
し
、
こ
の
評
価
換
え
に
際
し
て
、「
直
営
及
準
直
営
各
社
ノ
株

式
ハ
据
置
ク
」
こ
と
が
基
本
方
針
と
さ
れ
て
お
り
、
そ
れ
故
に
対
象
と
な
っ
た
の
は
傍
系
会
社
の
株
式
で
あ
り
、
前
記
の
よ
う
に
差
損
益
が

ほ
ぼ
同
額
と
な
る
よ
う
に
調
整
さ
れ
て
い
た
。

そ
の
な
か
で
、
会
計
課
は
、「（
イ
）
他
日
売
却
ス
ル
コ
ト
ア
リ
得
ベ
キ
株
式
、（
ロ
）
将
来
恢
復
ノ
見
込
乏
シ
キ
株
式
、（
ハ
）
其
他
価
格

ノ
引
下
ヲ
適
当
ト
認
ム
ル
株
式
」
が
対
象
と
さ
れ
て
い
る
と
説
明
し
て
い
た
。
表
3
の
中
で
評
価
引
き
下
げ
と
な
っ
た
株
式
は
北
海
道
炭
礦

汽
船
や
芝
浦
製
作
所
、
東
京
電
灯
な
ど
昭
和
恐
慌
期
に
業
績
が
悪
化
し
て
い
た
企
業
が
含
ま
れ
る
と
と
も
に
、
さ
ま
ざ
ま
な
経
緯
か
ら
保
有

す
る
こ
と
に
な
っ
た
株
式
で
業
績
の
回
復
も
期
待
で
き
な
い
よ
う
な
不
良
資
産
化
し
た
も
の
も
含
ま
れ
て
い
た
か
ら
、
積
極
的
な
売
却
へ
の
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表 3　株式の評価換え（昭和 8 年 1月26日   記帳）� （単位：円）

銘柄 株数
評価替え後の簿価 評価換え前の簿価

評価損益
総額 単価 総額 単価

王子製紙 旧株 157,960 9,477,600 60.00  7,542,890 47.75  1,934,710
新株 157,960 5,528,600 35.00  3,949,000 25.00  1,579,600

大日本セルロイド 55,720 1,504,440 27.00  181,556 3.26  1,322,884
鐘淵紡績 旧株 21,332 3,519,780 165.00  3,334,348 156.31  185,432

新株 42,864 3,214,800 75.00  564,320 13.17  2,650,480
北海道炭礦汽船 77,583 3,723,984 48.00  5,903,058 76.09  △ 2,179,074
芝浦製作所 112,865 4,401,735 39.00  5,697,833 50.48  △ 1,296,098
熱帯産業 51,000 1,326,000 26.00  2,167,500 42.50  △ 841,500
夕張鉄道 旧株 10,000 250,000 25.00  500,000 50.00  △ 250,000

新株 10,000 50,000 5.00  150,000 15.00  △ 100,000
漢城銀行 新株 500 2,500 5.00  6,250 12.50  △ 3,750
加島信託 2,000 16,000 8.00  25,000 12.50  △ 9,000
日本郵船 5,000 90,000 18.00  197,620 39.52  △ 107,620
大社宮島鉄道 1,500 7,500 5.00  22,500 15.00  △ 15,000
東京電灯 31,415 534,055 17.00  1,858,335 59.15  △ 1,324,280
台湾電力 旧株 2,925 99,450 34.00  146,250 50.00  △ 46,800

新株 4,500 126,000 28.00  202,500 45.00  △ 76,500
山東鉱業 3,000 15,000 5.00  67,500 22.50  △ 52,500
北樺太鉱業 1,000 8,000 8.00  25,000 25.00  △ 17,000
東洋製鉄 11,000 209,000 19.00  357,500 32.50  △ 148,500
理化学興業 1,300 32,500 25.00  65,000 50.00  △ 32,500
帝国ホテル 5,000 60,000 12.00  225,000 45.00  △ 165,000
帝国劇場 3,364 57,188 17.00  99,950 29.71  △ 42,762
東亜興業 26,000 78,000 3.00  578,750 22.26  △ 500,750
中央開墾 10,000 100,000 10.00  200,000 20.00  △ 100,000
南米拓殖 5,000 20,000 4.00  62,500 12.50  △ 42,500
中日実業 1,500 7,500 5.00  112,500 75.00  △ 105,000
国民新聞社 1,800 9,000 5.00  90,000 50.00  △ 81,000

優先株 2,000 10,000 5.00  100,000 50.00  △ 90,000
時事新報社 700 3,500 5.00  35,000 50.00  △ 31,500
台湾製塩 2,000 26,000 13.00  40,000 20.00  △ 14,000

出典）　『有価証券勘定元帳』昭和八年，三井合名470
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準
備
と
と
も
に
、
資
産
内
容
を
健
全
化
す
る
意
図
も
あ
っ
た
と
推
測
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
こ
れ
ら

の
評
価
換
え
は
、
三
井
合
名
に
新
た
な
資
金
を
提
供
す
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
。
し
た
が
っ
て
、

こ
れ
に
よ
っ
て
国
債
の
売
却
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
な
ど
、
資
金
的
な
逼
迫
が
顕
在
化
し
つ
つ
あ
っ

た
三
井
合
名
の
資
金
事
情
を
当
面
は
改
善
す
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
こ
と
に
留
意
し
て
お
く
必
要

が
あ
る
。

そ
の
半
年
後
の
昭
和
八
年
七
月
に
、
再
び
王
子
製
紙
株
の
評
価
引
き
上
げ
（
評
価
益
一
一
五
万

円
）
と
芝
浦
製
作
所
株
の
引
き
下
げ
（
評
価
損
二
一
五
万
円
）
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
、

「
当
期
ニ
ハ
臨
時
的
収
入
増
加
モ
有
之
候
ニ
付
鎖
却
額
大
体
約
百
万
円
ヲ
目
安
ト
シ
テ
臨
時
鎖
却

金
ノ
計
上
致
度
」
と
の
理
由
か
ら
で
あ
っ
た
が
、
最
終
的
に
は
こ
の
議
案
は
取
り
消
さ
れ
、
実
行

さ
れ
な
か
っ
（
（1
（

た
。

そ
の
理
由
を
前
後
の
有
価
証
券
所
有
動
向
か
ら
み
る
と
、
評
価
換
え
が
予
定
さ
れ
て
い
た
七
月

に
三
井
合
名
は
王
子
製
紙
株
新
旧
合
計
六
万
株
を
第
一
生
命
、
帝
国
生
命
、
千
代
田
生
命
の
三
社

に
売
却
し
て
い
た
。
さ
ら
に
、
九
月
に
も
合
計
八
万
六
〇
〇
〇
株
を
生
保･

損
保
会
社
に
売
却
し

て
い
た
。
同
じ
九
月
に
は
、
北
海
道
炭
礦
汽
船
株
旧
株
・
優
先
株
各
三
〇
〇
〇
株
も
三
井
生
命
に

売
却
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
二
銘
柄
の
売
却
に
よ
る
売
却
利
益
は
、
五
三
三
万
円
で
あ
っ
た
（
表
4
）。

「
他
日
売
却
ス
ル
コ
ト
ア
リ
得
ベ
キ
」
と
さ
れ
た
株
式
の
売
却
が
半
年
以
内
に
現
実
の
も
の
と
な

っ
て
い
た
こ
と
に
な
る
。

表 4　昭和 8 年の売却� （単位：株，円） 

月 日 株数 簿価 売却価格 売却利益 売却先

7 20 王子製紙 旧株 30,000 1,800,000 3,120,000 1,320,000 第一生命，帝
国生命，千代
田生命

新株 30,000 1,050,000 1,770,000 720,000

9 21 王子製紙 旧株 38,000 2,280,000 3,952,000 1,672,000 帝国貯蓄，昭
和火災，富国
徴兵，大口生
命，三井生命

新株 38,000 1,155,000 2,242,000 1,087,000

9 25 王子製紙 旧株 10,000 600,000 1,040,000 440,000 前山久吉
北海道炭鉱汽船 旧株 3,000 144,000 178,800 34,800 三井生命

優先株 3,000 137,254 193,500 56,246

出典）　『有価証券勘定元帳』昭和八年，三井合名470
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三
井
鉱
山
へ
の
預
け
金

株
式
の
評
価
換
え
の
対
象
外
と
さ
れ
て
い
た
直
系
企
業
に
つ
い
て
は
、
三
井
鉱
山
の
増
資
に
対
応
す

る
た
め
に
、
受
取
配
当
か
ら
三
井
鉱
山
ヘ
の
資
金
を
預
け
入
れ
る
こ
と
が
、
昭
和
八
年
二
月
に
開
始
さ

れ
（
（1
（

た
。
こ
の
預
け
金
は
、
同
月
を
第
一
回
と
し
て
、
以
後
半
期
ご
と
に
五
〇
万
円
を
予
定
し
て
い
た
。

こ
れ
に
つ
い
て
三
井
鉱
山
側
で
は
、
資
本
金
一
二
五
〇
万
円
の
増
資
を
計
画
し
て
お
り
、
そ
の
実
現
た

め
に
は
五
〇
万
円
で
は
な
く
、
一
〇
〇
万
円
の
預
け
入
れ
を
希
望
し
て
い
（
（1
（

た
。
実
際
の
預
け
入
れ
で
は
、

「
第
弐
回
以
降
ハ
都
合
ニ
ヨ
リ
預
入
ヲ
繰
延
」
が
あ
り
う
る
と
さ
れ
て
お
り
、
合
名
会
社
の
苦
し
い
台

所
事
情
を
配
慮
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
表
5
の
よ
う
に
、
毎
期
の
配
当
が
堅
調
で
あ
っ
た
た

め
に
、
順
調
に
預
け
入
れ
が
進
ん
だ
。
こ
の
預
け
入
れ
の
条
件
は
、
預
入
額
が
二
五
〇
万
円
に
達
し
た

時
に
は
、
こ
れ
を
三
井
鉱
山
新
株
式
払
込
に
充
当
す
る
と
い
う
も
の
で
、
そ
れ
ま
で
の
期
間
の
預
け
金

に
は
、
配
当
金
と
同
率
の
利
払
い
を
受
け
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
。

こ
の
方
式
で
の
増
資
資
金
の
蓄
積
と
払
込
は
、
八
年
下
期
以
降
は
一
五
〇
万
円
に
増
額
さ
れ
て
一
〇

年
下
期
ま
で
で
累
計
九
五
〇
万
円
に
達
し
、
そ
の
全
額
が
四
回
に
分
け
て
払
込
資
金
に
充
当
さ
れ
た
。

そ
の
結
果
、
三
井
鉱
山
の
払
込
資
本
金
は
一
〇
年
下
期
末
の
一
一
年
一
月
に
は
七
三
五
〇
万
円
と
な
っ

た
。
こ
れ
に
は
、
三
井
鉱
山
の
配
当
率
が
当
初
の
六
・
五
％
か
ら
昭
和
八
年
に
は
一
〇
％
、
九
年
に
は

一
二
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
こ
と
が
基
盤
と
な
っ
て
い
た
。
こ
の
増
資
方
式
は
、
原
理
的
に
は
第
一
次

世
界
大
戦
期
の
三
井
合
名
が
直
系
子
会
社
の
内
部
留
保
金
を
取
り
崩
し
て
特
別
配
当
を
受
け
、
こ
れ
を

増
資
払
込
に
充
当
し
た
方
式
に
類
似
し
て
い
る
。
し
か
し
、
直
系
子
会
社
が
内
部
留
保
す
る
の
で
は
な

表 5　三井鉱山　預け金と払込充当額� （単位：1000 円）

所有株式 配当金 預け金 払出高 残高 利子 配当利子合計

昭和 7 年下 62,200 2,022 500 500 2,021
8 年上 62,200 3,110 1,500 2,000 94.00 3,130
8 年下 62,200 3,110 1,500 2,500 1,000 69.40 3,204
9 年上 64,700 3,882 1,500 2,500 0 9.90 3,886
9 年下 67,200 3,973 1,500 1,500 74.00 3,983
10年上 67,200 4,032 1,500 2,500 500 40.00 4,106
10年下 69,700 4,123 1,500 2,000 0 4,163

出典）　『会計課議案』各年より作成．
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く
、
三
井
合
名
に
配
当
し
た
後
に
、
そ
の
配
当
金
の
一
部
を
自
ら
へ
の
払
込
資
本
金
の

原
資
と
し
て
「
預
り
金
」
と
い
う
形
式
で
留
め
置
い
た
こ
と
に
違
い
が
あ
る
。
預
り
金

で
あ
る
以
上
、
三
井
鉱
山
か
ら
み
れ
ば
借
入
金
と
同
様
で
あ
る
が
、
配
当
で
失
わ
れ
る

は
ず
の
流
動
性
は
、
手
許
に
残
る
と
い
う
メ
リ
ッ
ト
が
あ
っ
た
。
そ
し
て
三
井
合
名
か

ら
み
る
と
、
預
り
金
の
利
子
は
鉱
山
配
当
率
と
同
率
で
あ
っ
た
か
ら
、
増
資
の
成
果
を

前
倒
し
で
受
け
取
る
と
い
う
意
味
も
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

株
式
の
売
却
と
さ
ら
な
る
評
価
換
え

し
か
し
、
三
井
合
名
の
資
金
事
情
は
、
さ
ら
に
逼
迫
の
様
相
を
強
め
て
い
た
。
前
項

の
三
井
鉱
山
配
当
金
を
預
り
金
と
し
て
処
理
す
る
な
ど
の
方
策
は
、
三
井
合
名
に
と
っ

て
は
裁
量
性
の
あ
る
資
金
運
用
を
制
限
す
る
も
の
だ
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、

三
井
報
恩
会
へ
の
寄
付
金
に
連
動
し
て
、
昭
和
九
年
一
月
二
六
日
に
会
計
課
は
以
下
の

よ
う
な
株
式
の
売
却
を
提
案
し
、
承
認
を
受
け
（
（1
（

た
。

具
体
的
に
は
、
表
6
の
よ
う
に
、
小
野
田
セ
メ
ン
ト
新
旧
株
各
二
万
七
〇
〇
〇
株
、

台
湾
電
力
旧
株
二
九
二
五
株
、
新
株
四
五
〇
〇
株
、
東
京
電
灯
株
三
万
一
四
一
五
株
、

北
海
道
炭
礦
汽
船
株
旧
株
二
万
株
、
新
株
七
万
株
、
優
先
株
一
万
株
な
ど
の
売
却
計
画

で
あ
っ
た
。

合
計
で
二
〇
万
株
あ
ま
り
、
簿
価
五
四
七
万
円
余
を
売
却
し
て
三
〇
〇
万
円
弱
の
売

表 6　昭和 9 年 2月 の株式売却� （単位：円，株）

月 日 銘柄 株数
帳簿価格 売却価格

売却差益
単価 総額 単価 総額

2 3 小野田セメント 旧株 27,000 47.71 1,288,170 69.50 1,876,500 588,330
新株 27,000 25.00 675,000 35.50 958,500 283,500

2 3 東京電灯 31,415 17.00 534,055 32.70 1,027,271 493,216
2 10 台湾電力 旧株 2,925 34.00 99,450 45.15 132,064 32,614

新株 4,500 28.00 126,000 38.72 174,240 48,240
北樺太鉱業 1,000 8.00 8,000 20.63 20,625 12,625

2 12 北海道炭礦汽船 旧株 20,000 48.00 960,000 70.00 1,400,000 440,000
新株 70,000 17.49 1,224,300 30.00 2,100,000 875,700
優先株 10,000 45.83 458,300 70.00 700,000 241,700

2 15 開墾塩業 10,000 10.00 100,000 7.20 72,008 △27,992

小計 203,840 5,473,275 8,461,207 2,987,932

出典）　「昭和九年一月二六日　株式売却」『昭和九年会計課議案並報告（株式其他）　会計課』合名369．
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却
益
を
獲
得
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
売
却
は
、
同
年
に
実
行
さ
れ
た
三
井
報
恩
会
へ
の
寄
付
金
に
連
動
し
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
同
年

四
月
に
三
井
合
名
は
、
報
恩
会
へ
の
寄
付
の
た
め
三
井
銀
行
通
知
預
金
一
〇
〇
〇
万
円
、
三
井
銀
行
新
株
二
〇
万
株
（
時
価
一
七
六
〇
万

円
）、
三
井
信
託
株
五
万
株
（
時
価
三
二
二
・
五
万
円
）
に
よ
っ
て
総
額
三
〇
〇
〇
万
円
の
寄
付
を
計
画
し
て
い
（
（1
（
た
。
寄
付
財
産
の
時
価
は
寄

付
予
定
額
に
見
合
っ
て
い
た
が
、
財
務
的
に
は
こ
れ
に
伴
っ
て
、
二
〇
〇
〇
万
円
は
積
立
金
を
損
益
勘
定
に
繰
り
入
れ
、
さ
ら
に
不
足
分
一

〇
〇
〇
万
円
は
九
年
上
期
利
益
金
か
ら
充
当
す
る
こ
と
と
し
て
い
（
（2
（
た
。
三
井
銀
行
新
株
の
簿
価
は
、
払
込
額
に
よ
る
記
帳
で
株
価
二
五
円
、

二
〇
万
株
で
五
〇
〇
万
円
、
三
井
信
託
は
二
六
円
四
銭
、
一
三
〇
万
円
余
り
で
あ
り
、
こ
れ
を
時
価
評
価
で
寄
付
金
を
計
上
す
る
た
め
に
は
、

差
額
の
資
金
を
捻
出
す
る
必
要
が
あ
っ
た
。

上
記
の
株
式
売
却
は
、
こ
の
よ
う
な
事
情
に
基
づ
い
て
利
益
を
捻
出
す
る
必
要
に
対
応
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
売
却
益
を
推
計
す
る

と
、
三
井
銀
行
株
一
二
六
〇
万
円
、
三
井
信
託
株
一
九
二
万
円
の
合
計
一
四
五
〇
万
円
ほ
ど
に
な
る
。
そ
れ
は
多
額
の
譲
渡
益
金
の
計
上
を

要
す
る
も
の
で
あ
っ
た
か
ら
、
三
井
合
名
は
「
諸
税
引
当
金
」
一
三
八
万
七
〇
〇
〇
円
な
ど
を
計
上
し
て
、
利
益
の
圧
縮
に
つ
と
め
（
（2
（

た
。
こ

れ
に
つ
い
て
、
会
計
課
議
案
で
は
、「
当
期
ニ
ハ
株
式
売
却
ニ
依
ル
臨
時
益
金
ア
ル
ニ
依
リ
其
一
部
ヲ
次
期
以
降
ノ
諸
税
引
当
ト
シ
テ
留
保

ス
、
所
得
税
及
営
業
収
益
税
ハ
前
期
ノ
益
金
ニ
対
ス
ル
モ
ノ
ヲ
今
期
ノ
支
出
ニ
計
上
ス
ル
ヲ
例
ト
ス
（
実
際
徴
収
ナ
キ
ト
キ
ハ
見
積
額
ニ
ヨ

ル
）
従
テ
今
期
ノ
臨
時
益
金
ニ
対
シ
テ
ハ
次
期
ニ
至
リ
税
金
ノ
臨
時
増
ヲ
生
ス
ル
ニ
ヨ
リ
本
件
ノ
留
保
ヲ
為
シ
次
期
ノ
収
支
平
衡
ヲ
期
セ
ン

ト
ス
」
と
説
明
し
て
い
る
。

さ
ら
に
、
七
月
に
は
所
有
株
式
の
帳
簿
価
格
引
き
下
げ
も
行
わ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
七
月
一
九
日
に
三
井
合
名
は
、
輪
西
製
鉄
株
式
会
社

株
式
ほ
か
一
八
銘
柄
の
簿
価
引
き
下
げ
を
決
定
し
た
（
記
帳
は
七
月
二
六
（
（2
（
日
）。
そ
の
内
訳
は
表
7
の
通
り
。
評
価
損
は
総
額
一
七
二
万
円

で
、
輪
西
製
鉄
や
台
湾
拓
殖
製
茶
な
ど
関
係
の
強
か
っ
た
企
業
を
は
じ
め
と
し
て
、
新
聞
社
や
ホ
テ
ル
な
ど
配
当
が
期
待
で
き
な
い
株
式
な

ど
も
か
な
り
含
ま
れ
て
お
り
、
多
額
の
評
価
益
を
圧
縮
す
る
た
め
に
、
九
年
下
期
末
決
算
を
控
え
て
、
こ
の
機
会
に
評
価
を
徹
底
的
に
引
き
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下
げ
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

翌
一
〇
年
七
月
二
〇
日
に
も
同
様
の
簿
価
引
き
下
げ
が

決
定
さ
れ
た
（
表
8
、
帳
簿
へ
の
記
帳
は
八
月
二
六
（
（2
（
日
）。

こ
の
議
案
に
は
、
特
に
評
価
換
え
を
必
要
と
す
る
事
由
は

説
明
さ
れ
て
い
な
い
か
ら
、
前
年
同
様
に
資
産
内
容
の
健

全
化
、
有
価
証
券
評
価
額
の
市
場
価
格
へ
の
さ
や
寄
せ
を

意
図
し
た
も
の
と
推
測
さ
れ
る
。
な
お
、
こ
の
頃
か
ら
、

市
価
を
参
考
に
し
た
こ
と
は
、
議
案
に
『
山
一
日
報
』

『
山
一
旬
報
』
と
い
う
相
場
動
向
の
速
報
紙
が
添
付
さ
れ

て
い
る
こ
と
か
ら
も
明
白
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
添
付
資
料

に
よ
る
と
、
対
象
と
な
っ
て
い
た
株
式
銘
柄
で
は
、
電
化

株
が
旧
株
四
二
円
四
〇
銭
、
新
株
一
六
円
四
〇
銭
、
加
島

信
託
七
円
五
〇
銭
、
朝
鮮
鉄
道
第
一
新
株
一
八
円
二
〇
銭
、

日
本
製
鉄
四
三
円
三
〇
銭
、
北
樺
太
石
油
旧
株
二
二
円
四

〇
銭
、
新
株
一
〇
円
六
〇
銭
な
ど
で
あ
っ
た
。
対
象
株
式

の
す
べ
て
は
確
認
で
き
な
い
が
、
市
価
が
判
明
す
る
銘
柄

に
つ
い
て
は
、
す
で
に
簿
価
を
下
回
っ
て
い
る
も
の
で
あ

り
、
こ
れ
を
市
価
よ
り
や
や
低
め
に
評
価
し
直
し
た
こ
と

表 7　株式簿価の引き下げ（昭和 9 年 7月 ）� （単位：株，円）

銘柄 新旧 株数 新簿価 単価 旧簿価 単価 評価損益

輪西製鉄 3,750 937,500 250.00  1,875,000 500.00  △ 937,500
台湾拓殖製茶 7,244 181,100 25.00  340,730 47.00  △ 159,630
三信建物 5,000 125,000 25.00  250,000 50.00  △ 125,000
鴻池信託 1,000 10,000 10.00  12,500 13.00  △ 2,500
日本航空輸送 6,000 60,000 10.00  120,000 20.00  △ 60,000
日本郵船 5,000 62,500 13.00  90,000 18.00  △ 27,500
北樺太石油 旧株 1,000 40,000 40.00  50,000 50.00  △ 10,000

新株 500 7,500 15.00  12,500 25.00  △ 5,000
南米拓殖 5,000 25,000 5.00  45,000 9.00  △ 20,000
大阪毎日新聞 旧株 2,267 226,700 100.00  318,181 140.00  △ 91,481

新株 1,987 49,675 25.00  84,554 43.00  △ 34,879
国民新聞社 旧株 1,800 0 0.00  9,000 5.00  △ 9,000

優先 2,000 0 0.00  10,000 5.00  △ 10,000
時事新報社 新株 700 0 0.00  3,500 5.00  △ 3,500
新大阪ホテル 5,000 50,000 10.00  125,000 25.00  △ 75,000
都ホテル 新株 2,000 20,000 10.00  90,000 45.00  △ 70,000
富士屋ホテル 500 12,500 25.00  25,000 50.00  △ 12,500
札幌グランドホテル 700 0 0.00  17,500 25.00  △ 17,500
東京ゴルフ 50 0 0.00  50,000 1000.00  △ 50,000

51,498 1,807,475 3,528,465 △ 1,720,990

注）　単価は記帳株数と簿価からの計算値．△は評価損．
出典）　「昭和九年七月一九日　議案　所有株式帳簿価格引下ノ件」『昭和九年会計課議案並報告（株式其

他）会計課』合名369．
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が
分
か
る
。
評
価
引
下
額
一
一
五
万
円
は
、
一
〇
年
上
期
の
決

算
で
損
金
計
上
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
損
金
計
上
に
つ
い

て
、
管
見
の
範
囲
で
は
、
昭
和
初
期
の
よ
う
に
税
務
署
の
否
認

に
よ
る
更
正
申
告
な
ど
の
手
続
き
は
と
ら
れ
て
い
な
い
こ
と
か

ら
、
評
価
損
を
損
金
計
上
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な

っ
た
と
推
測
さ
れ
る
。

株
式
売
却
の
本
格
化

評
価
換
え
を
進
め
る
一
方
で
三
井
合
名
は
、
株
式
の
売
却
を

積
極
化
し
て
い
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
昭
和
一
一
年
三
月
に
王
子

製
紙
株
新
旧
各
一
万
五
〇
〇
〇
株
を
売
却
し
た
の
を
は
じ
め
、

六
月
以
降
に
は
芝
浦
製
作
所
、
王
子
製
紙
、
北
海
道
炭
礦
汽
船
、

大
日
本
セ
ル
ロ
イ
ド
、
小
野
田
セ
メ
ン
ト
、
電
気
化
学
工
業
な

ど
を
年
内
に
売
却
処
分
し
（
（2
（
た
。
表
9
の
よ
う
に
、
こ
れ
ら
の
売

却
総
額
は
、
簿
価
一
一
七
〇
万
円
に
対
し
て
売
却
価
格
は
、
一

部
で
売
却
価
格
不
明
が
あ
る
の
を
除
い
て
も
合
計
で
二
二
六
〇

万
円
と
な
り
、
売
却
差
益
が
一
一
〇
〇
万
円
近
く
に
の
ぼ
っ
て

い
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
芝
浦
製
作
所
に
つ
い
て
は
、
一
一
年
は

表 8　株式の評価換え（昭和 10 年 7月 ）� （単位：株，円）

銘柄 新旧 株数 新簿価 単価 旧簿価 単価 評価損益

熱帯産業 51,000 765,000 15.00  1,326,000 26.00  △ 561,000
三信建物 5,000 50,000 10.00  125,000 25.00  △ 75,000
電気化学 旧株 6,200 248,000 40.00  310,000 50.00  △ 62,000

新株 19,200 288,000 15.00  480,000 25.00  △ 192,000
加島信託 2,000 10,000 5.00  16,000 8.00  △ 6,000
東京高速鉄道 20,000 20,000 1.00  100,000 5.00  △ 80,000
朝鮮鉄道 第 1 新 1,250 18,750 15.00  25,000 20.00  △ 6,250
日本製鉄 4,180 167,200 40.00  187,766 44.92  △ 20,566
北樺太石油 旧株 1,000 20,000 20.00  40,000 40.00  △ 20,000

新株 500 3,750 7.50  13,750 27.50  △ 10,000
東亜興業 新株 26,000 26,000 1.00  78,000 3.00  △ 52,000
南米拓殖 5,000 5,000 1.00  25,000 5.00  △ 20,000
帝国劇場 3,364 33,640 10.00  57,188 17.00  △ 23,548
名古屋観光ホテル 1,000 5,000 5.00  12,500 12.50  △ 7,500
富士屋ホテル 500 2,500 5.00  6,250 12.50  △ 3,750
札幌グランドホテル 700 7,000 10.00  17,500 25.00  △ 10,500

146,894 1,669,840 2,819,954 △1,150,114

注）　単価は記帳株数と簿価からの計算値．
出典）　「昭和拾年七月弐拾日　議案　所有株式帳簿価格引下の件」『昭和十年度会計課議案並報告（税務

以外）　会計課』合名371．なお，前掲『有価証券勘定元帳』の昭和10年度では，記帳は八月二六日に
実行されている．
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じ
め
に
所
有
し
て
い
た
旧
株
一
一
万
二
八
六
五
株
、
新
株
六
万
六
九
七
三
株
か
ら
年
末
に
は
旧
株
八
万
六
八
三
八
株
に
、
ま
た
大
日
本
セ
ル

ロ
イ
ド
に
つ
い
て
は
、
旧
株
五
万
五
七
二
〇
株
、
新
株
四
万
四
五
七
六
株
か
ら
、
新
旧
各
二
万
五
〇
〇
〇
株
に
減
少
し
て
い
る
。
王
子
製
紙

に
つ
い
て
は
、
五
月
に
増
資
株
一
四
万
四
九
二
〇
株
を
引
き
受
け
、
そ
れ
に
七
二
四
万
六
〇
〇
〇
円
を
払
い
込
ん
で
い
る
た
（
（2
（
め
、
株
式
数
で

は
旧
株
約
八
万
株
、
新
株
九
・
五
万
株
か
ら
旧
株
一
二
・
五
万
株
、
新
株
一
一
・
五
万
株
に
増
加
し
た
が
、
そ
の
合
計
簿
価
は
、
九
三
〇
万
円

か
ら
八
九
三
万
円
に
減
少
し
て
い
る
。
こ
こ
か
ら
、
王
子
製
紙
に
つ
い
て
は
株
式
の
売
却
に
よ
っ
て
増
資
資
金
を
調
達
し
た
こ
と
が
推
察
さ

れ
る
。

こ
の
中
で
注
目
す
べ
き
は
、
大
日
本
セ
ル
ロ
イ
ド
株
の
売
却
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
短
期
間
に
小
口
に
分
け
て
売
却
が
進
め
ら
れ
て
お
り
、

売
却
価
格
も
異
な
っ
て
い
る
こ
と
で
あ
っ
た
（
表
9
参
照
）。
翌
年
に
な
る
と
さ
ら
に
明
確
に
な
る
が
、
三
井
合
名
は
売
却
が
決
定
さ
れ
た

株
式
に
つ
い
て
、
市
況
の
変
化
に
応
じ
な
が
ら
少
し
で
も
有
利
に
売
却
を
進
め
る
よ
う
に
努
め
る
よ
う
に
な
っ
て
い
た
。

な
お
、
昭
和
一
一
年
一
二
月
三
日
に
は
、
三
井
物
産
と
三
井
鉱
山
に
つ
い
て
、
株
券
の
発
行
が
提
案
さ
れ
承
認
さ
れ
た
。
そ
の
理
由
は

「
会
計
課
議
案
」
に
よ
る
と
、「
三
井
物
産
株
式
会
社
及
三
井
鉱
山
株
式
会
社
株
券
ニ
付
キ
テ
ハ
事
実
上
当
社
及
社
員
ガ
全
株
式
ヲ
所
有
ス
ル

関
係
上
組
織
変
更
前
ノ
合
名
会
社
時
代
ト
異
ナ
ル
所
ナ
ク
且
商
法
上
ニ
於
テ
モ
株
券
ノ
即
時
発
行
ヲ
強
要
セ
ラ
レ
ヲ
ラ
ザ
レ
バ
何
等
違
背
ス

ル
所
ナ
キ
ヲ
以
テ
当
社
ト
右
両
社
合
議
ノ
上
当
初
ヨ
リ
発
行
ヲ
省
略
シ
来
リ
タ
ル
モ
株
式
会
社
ノ
本
質
ト
シ
テ
株
券
ノ
存
在
ヲ
本
旨
ト
シ
且

整
理
上
ニ
於
テ
モ
便
宜
」
と
い
う
も
の
で
あ
っ
（
（2
（
た
。
こ
う
し
て
株
式
会
社
化
後
も
長
い
間
発
行
が
見
送
ら
れ
て
き
て
い
た
三
井
物
産
と
三
井

鉱
山
の
株
式
発
行
が
実
現
し
た
。
株
券
発
行
は
、
株
式
会
社
制
度
の
持
つ
本
来
的
な
機
能
、
つ
ま
り
株
券
の
売
買
に
よ
っ
て
資
本
の
流
動
性

を
高
め
る
こ
と
に
寄
与
す
る
は
ず
の
も
の
で
あ
り
、
そ
の
準
備
が
整
っ
た
こ
と
に
な
る
。
た
だ
し
、
株
券
発
行
が
現
実
的
に
機
能
す
る
こ
と

は
当
分
の
間
は
な
か
っ
た
。

そ
の
後
、
一
二
月
三
〇
日
に
実
行
さ
れ
た
王
子
製
紙
ほ
か
四
銘
柄
、
一
四
万
株
、
九
二
六
万
円
ほ
ど
の
売
却
は
、
翌
年
初
め
の
三
井
物
産
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増
資
新
株
引
受
に
連
動
し
た
も
の
で
あ
る
。
三
井
合
名
の
『
理
事
会
記
録
』
に
よ
る
と
、「
右
株
式
ヲ
三
井
物
産
会
社
ニ
売
却
ス
。
尚
売
却

ニ
依
ル
差
益
金
総
額
ハ
四
百
弐
拾
四
万
九
千
弐
百
円
ト
ナ
ル
」
と
記
録
さ
れ
て
い
（
（2
（
る
。
翌
一
月
の
三
井
物
産
増
資
新
株
引
受
で
は
、
引
受
株

式
四
九
万
八
五
〇
五
株
、
そ
の
四
分
の
一
払
込
金
額
は
一
二
四
六
万
二
六
二
五
円
で
あ
っ
（
（2
（
た
。
増
資
に
際
し
て
合
名
会
社
所
有
株
式
を
三
井

物
産
が
買
い
取
り
、
そ
の
資
金
で
合
名
が
払
い
込
ん
だ
こ
と
に
つ
い
て
は
、
す
で
に
指
摘
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、「
三
井
物
産
に
よ
る
三
井

合
名
株
式
所
有
の
肩
代
わ
り
」
で
あ
り
、「
三
井
物
産
の
資
金
調
達
に
寄
与
し
な
か
っ
（
（2
（
た
」。
確
か
に
そ
の
通
り
で
あ
ろ
う
が
、
買
い
入
れ
た

株
式
は
三
井
物
産
に
と
っ
て
株
式
担
保
の
借
入
枠
を
拡
大
し
う
る
も
の
で
あ
っ
た
と
す
れ
ば
、
全
く
寄
与
し
な
か
っ
た
と
い
う
わ
け
で
は
な

い
だ
ろ
う
。
実
際
、
三
井
物
産
で
は
こ
の
増
資
に
連
動
し
て
所
有
有
価
証
券
が
増
加
す
る
一
方
で
、
支
払
手
形
な
ど
の
銀
行
取
引
が
増
加
し

て
い
る
こ
と
は
、
そ
う
し
た
連
関
を
示
唆
し
て
い
る
だ
ろ
う
。

さ
て
、
三
井
物
産
の
払
込
が
済
ん
で
か
ら
し
ば
ら
く
株
式
の
売
却
は
小
規
模
な
取
引
に
止
ま
っ
た
が
、
昭
和
一
二
年
一
一
月
か
ら
再
び
活

発
な
売
却
が
続
け
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
（
表
10
）。
一
一
月
に
王
子
製
紙
株
一
万
六
五
〇
〇
株
が
三
回
に
分
け
て
、
千
代
田
生
命
、
大
正

海
上
、
大
阪
商
事
（
王
子
証
券
経
由
）
で
売
却
さ
れ
た
。
こ
れ
に
翌
年
一
月
の
三
五
〇
〇
株
を
加
え
て
総
計
二
万
株
、
簿
価
一
二
〇
万
円
が

売
却
さ
れ
、
そ
の
売
却
利
益
は
七
一
万
円
余
り
で
あ
っ
た
。
こ
の
売
却
を
決
定
し
た
理
事
会
の
記
録
に
よ
る
と
、「
旧
株
　
二
万
株
　
売
却

代
金
　
一
九
〇
万
円
以
上
　
九
五
円
以
上
替
」
と
決
定
さ
れ
て
お
り
、
管
見
の
限
り
、
売
却
計
画
が
「
○
○
円
以
上
」
と
い
う
よ
う
に
最
低

価
格
を
提
示
し
て
承
認
さ
れ
た
最
初
の
事
例
で
あ
（
（3
（
る
。

昭
和
一
三
年
に
は
い
る
と
、
株
式
の
売
却
は
一
段
と
積
極
的
に
取
り
組
ま
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
昭
和
一
三
年
二
月
二
三
日

に
は
、
王
子
製
紙
株
三
万
株
、
日
本

製
鋼
所
新
株
一
万
株
の
売
却
が
、

「
株
式
投
資
金
又
ハ
諸
税
金
ニ
引
当

表 9　昭和 11 年からの株式売却（単位 : 株，円）

月 日 銘柄 株数
簿価 売却

売却利益 売却差益
単価 簿価 単価 売却額

3 2 王子製紙 旧株 15,000 60.00 900,000 114.50 1,717,500 817,500
新株 15,000 47.50 712,500 100.50 1,507,500 795,000

6 16 芝浦製作所 30,000 43.10 1,293,000 82.50 2,475,000 1,182,000
7 6 芝浦製作所 10,000 43.10 431,000 88.00 880,000 449,000
8 7 王子製紙 旧株 10,000 60.00 600,000 93.00 930,000 330,000 大阪朝日聞

北海道炭礦汽船 優先 5,000 45.83 229,150 74.50 372,500 143,350 三井生命
8 8 芝浦製作所 優先 10,000 43.10 431,000 105.00 1,050,000 619,000 東京電気

10 芝浦製作所 優先 10,000 43.10 431,000 105.00 1,050,000 619,000
9 18 大日本セルロイド 優先 5,000 27.00 135,000 65.50 327,500 192,500

優先 2,000 12.50 25,000 21.80 43,600 18,600
19 大日本セルロイド 旧株 13,000 27.00 351,000 65.46 851,000 500,000
24 大日本セルロイド 2,050 27.00 55,350 65.50 134,275 78,925 三井生命
25 大日本セルロイド 新株 1,000 12.50 12,500 24.10 24,100 11,600 三井信託
30 大日本セルロイド 新株 5,000 12.50 62,500 24.10 120,500 58,000 三井信託

11 17 大日本セルロイド 旧株 6,000 27.00 162,000 67.37 404,200 242,200
新株 5,000 12.50 62,500 24.00 120,000 57,500

21 大日本セルロイド 旧株 4,670 27.00 126,090 67.54 315,425 189,335
新株 6,575 12.50 82,200 24.19 159,082 76,882

30 小野田セメント 3,000 47.70 143,100 70.50 211,500 68,400
12 15 小野田セメント 3,000 32.50 97,500 0.00

30 王子製紙 旧株 10,000 60.00 600,000 94.00 940,000 340,000 三井物産
新株 30,000 12.50 375,000 37.00 1,110,000 735,000 三井物産

北海道炭礦汽船 旧株 50,000 48.00 2,400,000 80.00 4,000,000 1,600,000 三井物産
芝浦製作所 旧株 20,000 43.10 862,000 95.00 1,900,000 1,038,000 三井物産
電気化学工業 旧株 6,200 40.00 248,000 63.00 390,600 142,600 三井物産

新株 19,200 27.50 528,000 48.00 921,600 393,600
芝浦製作所 3,000 43.10 129,300 95.00 285,000 155,700 三井物産

出典）　前掲『有価証券勘定元帳』昭和11年（合名454）より作成．
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払
出
金
嵩
高
ニ
鑑
ミ
流
動
資
金
ノ
補

充
ヲ
要
シ
其
調
達
ノ
タ
メ
」
と
の
理

由
で
承
認
さ
れ
（
（3
（
た
。
こ
の
議
案
で
も
、

売
却
価
格
に
つ
い
て
、
王
子
製
紙
株

で
は
一
株
九
五
円
以
上
、
日
本
製
鋼

所
株
で
は
一
株
二
七
円
以
上
と
の
指

定
が
あ
っ
た
。
そ
れ
ま
で
は
、
す
で

に
売
却
先
と
の
交
渉
に
よ
っ
て
売
却

価
格
の
確
定
後
に
議
案
と
し
て
提
出

さ
れ
て
い
た
株
式
売
却
案
件
が
多
か

っ
た
が
、
上
述
の
前
年
一
一
月
の
王

子
製
紙
株
の
売
却
の
方
式
を
踏
襲
し
、

市
場
の
動
向
を
み
な
が
ら
売
却
の
タ

イ
ミ
ン
グ
は
会
計
課
の
裁
量
に
委
ね

る
か
た
ち
に
変
更
さ
れ
、
よ
り
柔
軟

な
対
応
が
可
能
と
な
っ
（
（3
（
た
。

こ
の
議
決
か
ら
一
週
間
も
た
た
な

い
三
月
一
日
に
は
、
王
子
製
紙
新
株

表 9　昭和 11 年からの株式売却（単位 : 株，円）

月 日 銘柄 株数
簿価 売却

売却利益 売却差益
単価 簿価 単価 売却額

3 2 王子製紙 旧株 15,000 60.00 900,000 114.50 1,717,500 817,500
新株 15,000 47.50 712,500 100.50 1,507,500 795,000

6 16 芝浦製作所 30,000 43.10 1,293,000 82.50 2,475,000 1,182,000
7 6 芝浦製作所 10,000 43.10 431,000 88.00 880,000 449,000
8 7 王子製紙 旧株 10,000 60.00 600,000 93.00 930,000 330,000 大阪朝日聞

北海道炭礦汽船 優先 5,000 45.83 229,150 74.50 372,500 143,350 三井生命
8 8 芝浦製作所 優先 10,000 43.10 431,000 105.00 1,050,000 619,000 東京電気

10 芝浦製作所 優先 10,000 43.10 431,000 105.00 1,050,000 619,000
9 18 大日本セルロイド 優先 5,000 27.00 135,000 65.50 327,500 192,500

優先 2,000 12.50 25,000 21.80 43,600 18,600
19 大日本セルロイド 旧株 13,000 27.00 351,000 65.46 851,000 500,000
24 大日本セルロイド 2,050 27.00 55,350 65.50 134,275 78,925 三井生命
25 大日本セルロイド 新株 1,000 12.50 12,500 24.10 24,100 11,600 三井信託
30 大日本セルロイド 新株 5,000 12.50 62,500 24.10 120,500 58,000 三井信託

11 17 大日本セルロイド 旧株 6,000 27.00 162,000 67.37 404,200 242,200
新株 5,000 12.50 62,500 24.00 120,000 57,500

21 大日本セルロイド 旧株 4,670 27.00 126,090 67.54 315,425 189,335
新株 6,575 12.50 82,200 24.19 159,082 76,882

30 小野田セメント 3,000 47.70 143,100 70.50 211,500 68,400
12 15 小野田セメント 3,000 32.50 97,500 0.00

30 王子製紙 旧株 10,000 60.00 600,000 94.00 940,000 340,000 三井物産
新株 30,000 12.50 375,000 37.00 1,110,000 735,000 三井物産

北海道炭礦汽船 旧株 50,000 48.00 2,400,000 80.00 4,000,000 1,600,000 三井物産
芝浦製作所 旧株 20,000 43.10 862,000 95.00 1,900,000 1,038,000 三井物産
電気化学工業 旧株 6,200 40.00 248,000 63.00 390,600 142,600 三井物産

新株 19,200 27.50 528,000 48.00 921,600 393,600
芝浦製作所 3,000 43.10 129,300 95.00 285,000 155,700 三井物産

出典）　前掲『有価証券勘定元帳』昭和11年（合名454）より作成．
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一
万
株
が
五
八
円
以
上
の
価
格
で
売
却
さ
れ
る
こ
と
も
認
め
ら
れ
（
（3
（

た
。
さ
ら
に
三
月
二
二
日
に
は
、「
株
式
投
資
金
又
ハ
諸
税
金
ニ
引
当
払

出
金
嵩
高
ニ
鑑
ミ
流
動
資
金
ノ
補
充
ヲ
要
シ
其
調
達
ヲ
要
」
す
る
と
の
理
由
で
、
王
子
製
紙
新
株
一
万
株
が
一
株
五
九
円
五
〇
銭
で
売
却
す

る
こ
と
が
承
認
さ
れ
た
。
こ
の
ケ
ー
ス
で
は
、「
買
受
方
希
望
有
之
候
ニ
付
」
と
買
受
先
と
の
交
渉
が
す
ん
で
い
た
た
め
に
「
○
○
円
以

上
」
と
い
う
よ
う
な
価
格
の
条
件
付
け
は
な
か
っ
た
。
こ
の
点
で
は
、
同
じ
日
の
鐘
淵
紡
績
会
社
新
株
一
万
株
の
売
却
で
も
同
様
で
、
価
格

は
五
九
円
五
〇
銭
、
売
却
の
目
的
は
「
流
動
資
金
の
補
充
」
で
あ
っ
（
（3
（
た
。
な
お
、
こ
の
ほ
か
、
四
月
一
日
に
復
興
建
築
助
成
株
式
会
社
株
式

三
〇
〇
〇
株
が
売
却
さ
れ
た
が
、
こ
れ
は
「
昭
和
十
二
年
上
期
決
算
案
ハ
予
テ
問
題
ト
ナ
レ
ル
同
社
資
産
上
ノ
欠
陥
整
理
及
前
記
保
証
配
当

率
ノ
低
下
等
ヲ
理
由
ト
シ
テ
両
市
（
東
京
市
・
横
浜
市
）
ノ
承
認
ヲ
得
ル
能
ハ
ズ
」
と
の
状
況
に
あ
り
、
下
期
配
当
も
見
通
し
が
な
い
こ
と

か
ら
、「
当
社
ニ
於
テ
保
持
セ
ザ
ル
可
カ
ラ
ザ
ル
事
情
モ
無
之
候
処
、
今
回
買
受
方
希
望
者
有
之
候
」
と
、
こ
の
機
会
に
処
分
す
る
こ
と
に

し
た
も
の
で
あ
り
、
売
却
損
一
万
三
五
〇
〇
円
を
伴
う
売
却
で
あ
っ
（
（3
（

た
。

昭
和
一
三
年
九
月
に
は
、
さ
ら
に
計
画
的
な
売
却
が
承
認
さ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
九
月
二
八
日
に
会
計
課
は
、
鐘
淵
紡
績
五
万
四
一
九
六

株
、
鐘
淵
実
業
三
万
二
四
一
七
株
、
北
海
道
炭
礦
汽
船
一
二
万
四
八
二
八
株
、
理
化
学
工
業
七
八
〇
〇
株
の
四
銘
柄
、
合
計
二
〇
万
株
以
上

の
売
却
計
画
の
承
認
を
求
め
た
。
こ
の
計
画
は
、
提
案
通
り
二
月
の
売
却
と
同
様
に
売
却
価
格
に
つ
い
て
一
株
の
最
低
価
格
を
指
定
し
た
も

の
で
あ
っ
（
（3
（

た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
予
想
さ
れ
る
売
却
益
は
、
鐘
紡
株
で
約
三
三
九
万
円
、
鐘
淵
実
業
株
で
四
一
万
円
、
北
炭
株
で
一
三
二
万
円
、

表 10　昭和 12〜13 年の株式売却� （単位：株，円）

月 日 銘柄 株数
簿価 売却

売却利益 売却先
単価 簿価 単価 売却額

昭和12年

11 22 王子製紙 10,000 60.00  600,000 95.50  955,000 355,000 千代田生命
25 王子製紙 5,000 60.00  300,000 95.70  478,500 178,500 大正海上
30 王子製紙 1,500 60.00  90,000 96.50  144,750 54,750 王子証券←大阪商事

昭和13年

1 12 王子製紙 3,500 60.00  210,000 96.00  336,000 126,000 野村證券
3 4 王子製紙 旧株 20,000 60.00  1,200,000 97.75  1,955,000 755,000 野村證券，大阪商事

王子製紙 新株 5,000 25.00  125,000 58.70  293,500 168,500
9 日本製鋼所 新株 6,000 12.50  75,000 15.25  91,500 16,500 大正海上

16 王子製紙 5,000 60.00  300,000 96.80  484,000 184,000 大阪商事
19 王子製紙 新株 3,000 25.00  75,000 58.20  174,600 99,600 大阪商事
25 王子製紙 新株 10,000 25.00  250,000 59.50  595,000 345,000 野村證券
26 王子製紙 3,000 60.00  180,000 96.20  288,600 108,600 三井生命
30 王子製紙 2,000 60.00  120,000 96.50  193,000 73,000 野村證券

王子製紙 新株 2,000 25.00  50,000 59.50  119,000 69,000 野村證券
4 5 鐘淵紡績 10,000 129.95  1,299,500 267.15  2,671,500 1,372,000

復興建築助成 3,000 12.50  37,500 8.00  24,000 △13,500 三井信託
5 5 日本製鋼所 旧株 37,500 50.00  1,875,000 75.00  2,812,500 937,500 三井鉱山

新株 31,500 12.50  393,750 30.00  945,000 551,250 三井鉱山
夕張鉄道 旧株 10,000 25.00  250,000 35.00  350,000 100,000 三井鉱山

新株 10,000 20.00  200,000 20.00  200,000 0 三井鉱山
輪西鉱山 3,750 250.00  937,500 400.00  1,500,000 562,500 三井鉱山
日東拓殖農林 旧株 19,800 45.00  891,000 45.00  891,000 0 三井鉱山

10 東神倉庫 旧株 29,400 100.00  2,940,000 100.00  2,940,000 0 三井物産
新株 94,000 75.00  7,050,000 75.00  7,050,000 0 三井物産

11 1 東神倉庫 新株 22,000 12.50  275,000 76.80  1,689,700 1,414,700 三井信託，大阪商事
鐘淵実業 15,500 12.50  193,750 29.33  454,649 260,899 三井信託

17 12.50  213 29.33  499 286 三井信託
鐘淵実業 2,000 12.50  25,000 29.80  59,600 34,600 藤本B.B
理化学興業 7,800 12.50  97,500 20.00  156,000 58,500 野村證券

11 2 鐘淵実業 10,000 12.50  125,000 127.75  1,277,500 1,152,500 大阪商事
鐘淵実業 5,000 12.50  62,500 29.80  149,000 86,500 山一証券

12 13 芝浦製作所 旧株 1,900 43.09  81,871 94.00  178,600 96,729 三井生命
新株 4,750 37.50  178,125 77.00  365,750 187,625 三井生命

昭和14年

1 26 鐘淵紡績 新株 5,000 78.50  392,500 12.50  62,500 330,000 大阪商事
2 27 鐘淵紡績 新株 1,000 79.00  79,000 12.50  12,500 66,500 大阪商事
3 1 鐘淵紡績 新株 7,500 79.10  593,250 12.50  93,750 499,500 大阪商事
3 1 鐘淵紡績 新株 3,000 79.30  237,900 12.50  37,500 200,400 大阪商事
3 1 鐘淵紡績 新株 5,000 79.30  396,500 12.50  62,500 334,000 山一証券
3 2 鐘淵紡績 新株 5,000 81.50  407,500 12.50  62,500 345,000 山一証券

出典）　前掲『有価証券勘定元帳』昭和12〜13年（合名455,456）より作成．
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表 10　昭和 12〜13 年の株式売却� （単位：株，円）

月 日 銘柄 株数
簿価 売却

売却利益 売却先
単価 簿価 単価 売却額

昭和12年

11 22 王子製紙 10,000 60.00  600,000 95.50  955,000 355,000 千代田生命
25 王子製紙 5,000 60.00  300,000 95.70  478,500 178,500 大正海上
30 王子製紙 1,500 60.00  90,000 96.50  144,750 54,750 王子証券←大阪商事

昭和13年

1 12 王子製紙 3,500 60.00  210,000 96.00  336,000 126,000 野村證券
3 4 王子製紙 旧株 20,000 60.00  1,200,000 97.75  1,955,000 755,000 野村證券，大阪商事

王子製紙 新株 5,000 25.00  125,000 58.70  293,500 168,500
9 日本製鋼所 新株 6,000 12.50  75,000 15.25  91,500 16,500 大正海上

16 王子製紙 5,000 60.00  300,000 96.80  484,000 184,000 大阪商事
19 王子製紙 新株 3,000 25.00  75,000 58.20  174,600 99,600 大阪商事
25 王子製紙 新株 10,000 25.00  250,000 59.50  595,000 345,000 野村證券
26 王子製紙 3,000 60.00  180,000 96.20  288,600 108,600 三井生命
30 王子製紙 2,000 60.00  120,000 96.50  193,000 73,000 野村證券

王子製紙 新株 2,000 25.00  50,000 59.50  119,000 69,000 野村證券
4 5 鐘淵紡績 10,000 129.95  1,299,500 267.15  2,671,500 1,372,000

復興建築助成 3,000 12.50  37,500 8.00  24,000 △13,500 三井信託
5 5 日本製鋼所 旧株 37,500 50.00  1,875,000 75.00  2,812,500 937,500 三井鉱山

新株 31,500 12.50  393,750 30.00  945,000 551,250 三井鉱山
夕張鉄道 旧株 10,000 25.00  250,000 35.00  350,000 100,000 三井鉱山

新株 10,000 20.00  200,000 20.00  200,000 0 三井鉱山
輪西鉱山 3,750 250.00  937,500 400.00  1,500,000 562,500 三井鉱山
日東拓殖農林 旧株 19,800 45.00  891,000 45.00  891,000 0 三井鉱山

10 東神倉庫 旧株 29,400 100.00  2,940,000 100.00  2,940,000 0 三井物産
新株 94,000 75.00  7,050,000 75.00  7,050,000 0 三井物産

11 1 東神倉庫 新株 22,000 12.50  275,000 76.80  1,689,700 1,414,700 三井信託，大阪商事
鐘淵実業 15,500 12.50  193,750 29.33  454,649 260,899 三井信託

17 12.50  213 29.33  499 286 三井信託
鐘淵実業 2,000 12.50  25,000 29.80  59,600 34,600 藤本B.B
理化学興業 7,800 12.50  97,500 20.00  156,000 58,500 野村證券

11 2 鐘淵実業 10,000 12.50  125,000 127.75  1,277,500 1,152,500 大阪商事
鐘淵実業 5,000 12.50  62,500 29.80  149,000 86,500 山一証券

12 13 芝浦製作所 旧株 1,900 43.09  81,871 94.00  178,600 96,729 三井生命
新株 4,750 37.50  178,125 77.00  365,750 187,625 三井生命

昭和14年

1 26 鐘淵紡績 新株 5,000 78.50  392,500 12.50  62,500 330,000 大阪商事
2 27 鐘淵紡績 新株 1,000 79.00  79,000 12.50  12,500 66,500 大阪商事
3 1 鐘淵紡績 新株 7,500 79.10  593,250 12.50  93,750 499,500 大阪商事
3 1 鐘淵紡績 新株 3,000 79.30  237,900 12.50  37,500 200,400 大阪商事
3 1 鐘淵紡績 新株 5,000 79.30  396,500 12.50  62,500 334,000 山一証券
3 2 鐘淵紡績 新株 5,000 81.50  407,500 12.50  62,500 345,000 山一証券

出典）　前掲『有価証券勘定元帳』昭和12〜13年（合名455,456）より作成．



236

理
化
学
工
業
で
六
万
円
弱
と
、
合
計
五
〇
〇
万
円
を
超
え
る
見

込
で
あ
っ
た
。
四
社
と
も
一
一
月
に
は
新
株
の
払
込
等
を
控
え

て
の
こ
と
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
鐘
淵
紡
績
は
、
一
一
月
一

日
新
株
第
一
回
払
込
六
七
万
七
四
五
〇
円
、
鐘
淵
実
業
に
つ
い

て
も
同
日
新
株
第
一
回
払
込
四
〇
万
六
四
五
二
円
五
〇
銭
、
理

化
学
工
業
も
同
日
新
株
第
一
回
払
込
九
万
七
五
〇
〇
円
が
予
定

さ
れ
、
さ
ら
に
同
月
二
五
日
に
は
北
海
道
炭
礦
汽
船
増
資
新
株

払
込
一
四
三
万
五
四
七
五
円
の
合
計
二
六
二
万
円
ほ
ど
が
予
定

さ
れ
て
い
た
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
売
却
は
間
近
に
控
え
た
株

式
払
込
に
対
し
て
、
必
要
資
金
を
調
達
す
る
と
と
も
に
二
〇
〇

万
円
を
超
え
る
手
元
資
金
を
確
保
す
る
計
画
で
あ
っ
た
。

こ
の
計
画
に
そ
っ
て
、
昭
和
一
四
年
六
月
に
か
け
て
数
次
に

わ
た
っ
て
売
却
が
実
行
さ
れ
た
。
理
化
学
工
業
株
式
に
つ
い
て

は
予
定
価
格
通
り
で
あ
っ
た
が
、
鐘
淵
実
業
や
鐘
淵
紡
績
に
つ

い
て
は
予
定
価
格
以
上
の
価
格
で
の
売
却
が
実
現
し
て
い
た
。

売
却
先
は
三
井
信
託
が
一
〇
月
の
売
却
で
は
大
半
を
占
め
た
が
、

そ
の
ほ
か
野
村
證
券
、
大
阪
商
事
、
山
一
証
券
、
徳
田
証
券
な

ど
の
証
券
会
社
が
売
却
先
に
名
前
を
連
ね
て
い
た
。
証
券
会
社

表 11　三井合名の所有株式の推移� （単位：1000 円） 

昭和 6 年 昭和 9 年 昭和15年

期首総額 282,254 100.0% 270,388 100.0% 343,926 100.0%

直系企業 三井物産 99,593 35.3% 99,606 36.8% 122,130 35.5%
三井鉱山 62,097 22.0% 62,108 23.0% 120,548 35.1%
三井銀行 44,528 15.8% 44,249 16.4% 34,113 9.9%
東神倉庫 11,605 4.1% 11,606 4.3% 1,652 0.5%
信託・生命 4,831 1.7% 5,337 2.0% 12,103 3.5%
合計 222,654 78.9% 222,906 82.4% 290,733 84.5%

傍系企業 芝浦（東芝） 11,396 4.0% 5,614 2.1% 11,372 3.3%
北炭 11,081 3.9% 8,620 3.2% 6,992 2.0%
王子製紙 11,492 4.1% 8,121 3.0% 6,868 2.0%
大日本セルロイド 182 0.1% 1,504 0.6% 1,925 0.6%
鐘紡 3,899 1.4% 6,735 2.5% 7,042 2.0%
小野田セメント 2,031 0.7% 2,181 0.8% 0 0.0%
電気化学 1,200 0.4% 790 0.3% 0 0.0%
日本製鋼所 3,735 1.3% 1,875 0.7% 0 0.0%
その他 4,024 1.4% 5,423 2.0% 0 0.0%
小計 49,039 17.4% 40,864 15.1% 34,199 9.9%

その他 10,561 3.7% 6,618 2.4% 18,994 5.5%

出典）　前掲『有価証券勘定元帳』昭和 6 年度（合名176）， 9 年度（合名450），15年度（合名461）
より作成．
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へ
の
売
却
は
最
終
的
に
は
第
三
者
の
保
有
に
帰
す
も
の
で
あ
っ
た
か
ら
、
三
井
信
託
・
三
井
生
命
な
ど
の
三
井
系
列
内
を
超
え
て
株
式
所
有

が
分
散
し
、
三
井
系
の
持
株
率
を
引
き
上
げ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
な
お
、
売
却
計
画
中
、
最
も
多
額
の
売
却
と
な
る
は
ず
の
北
海
道
炭
礦
汽

船
株
式
の
売
却
は
物
産
・
合
名
の
合
併
ま
で
確
認
で
き
る
範
囲
で
は
実
行
さ
れ
な
か
っ
た
。

北
海
道
炭
礦
汽
船
株
式
の
売
却
中
止
に
は
、
三
井
合
名
が
売
却
と
は
異
な
る
資
金
調
達
方
法
を
考
慮
し
た
可
能
性
が
高
い
こ
と
を
示
唆
し

て
い
る
。
こ
れ
を
示
し
て
い
る
の
が
表
11
で
あ
る
。
昭
和
六
年
度
の
期
首
（
六
年
二
月
一
日
）
か
ら
一
五
年
度
期
首
（
一
五
年
一
月
一
日
）

ま
で
九
年
間
で
三
井
合
名
の
株
式
保
有
額
は
二
億
八
二
二
五
万
円
か
ら
三
億
四
三
九
三
万
円
に
と
六
〇
〇
〇
万
円
余
り
増
加
し
た
が
、
そ
の

八
割
が
直
系
会
社
の
株
式
で
あ
っ
た
。
直
系
会
社
の
株
式
の
う
ち
、
東
神
倉
庫
株
に
つ
い
て
は
、
後
述
す
る
よ
う
に
三
井
物
産
の
増
資
に
伴

っ
て
同
社
に
「
現
物
出
資
」
と
同
等
の
方
式
で
移
管
さ
れ
た
た
め
に
一
〇
〇
〇
万
円
が
減
少
し
て
い
る
。
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
直
系
企

業
の
株
式
は
二
・
二
億
円
か
ら
二
・
九
億
円
と
な
り
、
株
式
総
保
有
額
の
比
率
は
七
九
％
か
ら
一
五
年
に
八
五
％
に
上
昇
し
て
い
た
。
こ
の
変

化
は
、
他
方
で
傍
系
企
業
株
式
が
四
九
〇
四
万
円
か
ら
三
四
二
〇
万
円
に
減
少
し
た
こ
と
も
原
因
と
な
っ
て
い
た
。
傍
系
企
業
株
の
う
ち
小

野
田
セ
メ
ン
ト
、
電
気
化
学
な
ど
の
所
有
が
な
く
な
っ
た
こ
と
、
北
海
道
炭
礦
汽
船
や
王
子
製
紙
の
株
式
保
有
数
が
大
き
く
減
少
し
た
の
は
、

資
金
調
達
の
た
め
に
こ
れ
ら
の
株
式
が
売
却
さ
れ
た
か
ら
で
あ
っ
た
。

そ
れ
は
市
場
性
の
あ
る
株
式
の
保
有
額
が
減
少
し
て
い
る
こ
と
を
意
味
し
て
い
た
。
も
し
、
こ
れ
ら
の
売
却
を
進
め
る
と
、
こ
の
よ
う
な

資
金
調
達
が
限
界
に
達
す
る
こ
と
は
明
白
で
あ
っ
た
。
代
替
策
と
し
て
考
え
ら
れ
る
の
は
、
銀
行
等
の
金
融
機
関
か
ら
の
借
り
入
れ
か
、
直

系
企
業
株
式
の
流
動
化
す
る
た
め
に
売
却
等
の
手
段
を
講
じ
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
そ
し
て
、
現
実
に
と
ら
れ
た
の
は
、
前
者
の
借
入
金
の
導

入
で
あ
っ
た
が
、
そ
の
た
め
に
も
担
保
と
な
る
株
式
等
の
保
有
は
不
可
欠
の
条
件
で
あ
っ
た
。
株
式
売
却
の
停
止
は
こ
う
し
た
事
情
に
基
づ

い
て
い
た
。
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（
1
）　「
昭
和
七
年
一
月
一
六
日
　
有
価
証
券
所
属
換
ノ
件
」『
昭
和
七
年
　
会
計
課
議
案
並
報
告
　
会
計
課
　
株
式
国
債
其
他
（
税
務
以
外
）』
合

名
3‌

6‌

5
。

（
2
）　「
昭
和
七
年
五
月
一
〇
日
　
銀
行
預
金
及
有
価
証
券
所
属
換
ノ
件
」
前
掲
『
昭
和
七
年
　
会
計
課
議
案
並
報
告
　
会
計
課
　
株
式
国
債
其
他

（
税
務
以
外
）』。

（
3
）　「
昭
和
七
年
四
月
六
日
　
満
州
国
借
款
引
受
之
件
」
前
掲
『
昭
和
七
年
　
会
計
課
議
案
並
報
告
　
会
計
課
　
株
式
国
債
其
他
（
税
務
以
外
）』

に
よ
る
と
、
満
州
国
借
款
に
つ
い
て
は
、
政
府
の
要
請
に
応
じ
て
三
菱
と
三
井
で
各
一
〇
〇
〇
万
円
を
引
き
受
け
る
事
と
し
て
い
た
が
、
高
橋

是
清
大
蔵
大
臣
か
ら
「
両
家
ヨ
リ
直
接
満
州
国
政
府
ニ
貸
渡
ス
コ
ト
或
ハ
利
権
獲
得
ノ
所
為
ト
誤
認
サ
ル
ル
虞
ア
ル
」
と
助
言
を
受
け
て
朝
鮮

銀
行
経
由
の
借
款
と
な
っ
た
。

（
4
）　「
昭
和
壱
弐
年
九
月
弐
弐
日
　
議
案
国
債
所
有
口
変
更
ノ
件
」『
昭
和
十
一
、
十
二 

年
度
会
計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
・
税
務
以
外
）　
会
計

課
』
合
名
3‌

7‌

3
。

（
5
）　
な
お
、「
今
回
ノ
所
属
替
ハ
、
甲
、
乙
双
方
ノ
都
合
ニ
依
リ
後
日
原
状
ニ
復
帰
セ
シ
ム
ル
事
ヲ
得
ル
モ
ノ
ト
ス
」
と
し
て
移
管
の
実
施
の
時

期
に
つ
い
て
は
留
保
し
、「
原
状
復
帰
」
ま
で
の
経
過
期
間
の
利
子
の
帰
属
な
ど
に
つ
い
て
も
決
定
し
て
い
た
。

（
6
）　
武
田
晴
人
、
前
掲
「
同
族
会
社
認
定
と
所
得
税
負
担
」
第
3
節
参
照
。

（
7
）　「
昭
和
五
年
十
月
二
三
日
　
所
得
税
及
営
業
税
審
査
決
定
ア
ル
タ
ル
ニ
付
処
置
ノ
件
」『
昭
和
五
年
会
計
課
議
案
並
報
告
（
税
務
関
係
）　
会

計
課
』
合
名
3‌

6‌

2
。

（
8
）　「
昭
和
六
年
一
〇
月
一
五
日
　
昭
和
六
年
度
所
得
計
算
」『
昭
和
六
年
会
計
課
議
案
並
報
告
　
会
計
課
』
合
名
3‌

6‌

4
。

（
9
）　「
資
産
ノ
減
少
ニ
因
ル
損
害
ヲ
税
務
上
ノ
損
金
ニ
計
算
方
御
認
容
相
受
度
キ
御
願
」
前
掲
『
昭
和
六
年
会
計
課
議
案
並
報
告
　
会
計
課
』。

（
10
）　
こ
の
時
、
税
務
署
は
、
重
役
交
際
費
、
寄
付
金
、
建
物
償
却
金
な
ど
に
つ
い
て
も
、
三
井
合
名
の
主
張
を
否
認
し
た
。

（
11
）　「
昭
和
七
年
三
月
二
九
日
　
昭
和
六
年
度
上
期
当
会
社
所
得
金
額
並
営
業
純
益
金
額
決
定
ノ
件
」『
昭
和
七
年
会
計
課
議
案
並
報
告
　
会
計

課
』   

合
名
3‌

6‌

6
。

（
12
）　「
昭
和
八
年
一
月
二
三
日
　
非
常
時
寄
付
金
ヲ
税
務
上
ノ
損
金
ニ
計
算
方
ニ
関
シ
御
願
　
三
井
合
名
会
社
」『
昭
和
八
年
会
計
課
議
案
並
報
告   
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会
計
課
』
合
名
3‌

6‌

8
。
尚
、
こ
の
書
類
に
は
鉛
筆
書
き
で
『
国
税
局
長
、
東
京
税
務
監
督
局
長
、
永
代
橋
税
務
署
長
」
と
記
入
さ
れ
て
い
る

こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
が
願
い
出
の
宛
先
と
推
定
し
た
。

（
13
）　
同
前
。

（
14
）　「
昭
和
八
年
一
月
二
三
日
　
議
案
　
所
有
株
式
記
帳
価
格
変
更
ノ
件
」『
昭
和
八
年
会
計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
其
他
）　
会
計
課
』
合
名

3‌

6‌

7
。

（
15
）　「
議
案
　
所
有
株
式
記
帳
価
格
変
更
ノ
件
」
前
掲
『
昭
和
八
年
会
計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
其
他
）　
会
計
課
』。
こ
の
件
は
、
同
年
八
月
五

日
に
社
員
総
会
で
「
王
子
製
紙
株
の
売
却
」
が
事
後
承
認
さ
れ
て
い
る
こ
と
と
連
動
し
て
い
る
（『
社
員
総
会
議
事
録
』
自
昭
和
八
年
二
月
七

日
至
仝
十
年
十
二
月
二
十
六
日
、
合
名
42
）。

（
16
）　「
昭
和
八
年
二
月
一
五
日
　
議
案
　
三
井
鉱
山
会
社
ヘ
預
ケ
金
ノ
件
」
前
掲
『
昭
和
八
年
会
計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
其
他
）　
会
計
課
』。

（
17
）　
こ
の
希
望
条
件
を
記
し
た
注
19
の
書
類
に
は
、
付
箋
が
つ
け
ら
れ
て
お
り
、「
之
ト
同
文
ノ
書
類
ガ
当
時
有
賀
常
務
ノ
手
ニ
ア
リ
、
広
島
一

覧
セ
リ
、
但
シ
正
式
議
案
ト
ナ
ル
モ
ノ
ニ
ハ
ア
ラ
ズ
。
○
之
レ
ハ
、（
昭
和
）
十
（
年
）、
一
（
月
）、
二
十
二
（
日
）
橋
本
氏
ヨ
リ
申
受
ケ
タ

リ
」
と
あ
り
、
正
式
提
案
で
は
な
か
っ
た
。
な
お
引
用
文
中
の
「
広
島
」
は
当
時
の
会
計
課
長
と
考
え
ら
れ
る
。

（
18
）　「
昭
和
九
年
一
月
二
六
日
　
株
式
売
却
」『
昭
和
九
年
会
計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
其
他
）　
会
計
課
』
合
名
3‌

6‌

9
。

（
19
）　「
昭
和
九
年
四
月
四
日
　
議
案
　
三
井
報
恩
会
へ
寄
附
財
産
交
付
ノ
件
」
前
掲
『
昭
和
九
年
会
計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
其
他
）　
会
計
課
』。

（
20
）　「
昭
和
九
年
七
月
二
八
日
　
議
案
　
積
立
金
繰
入
ノ
件
」
前
掲
『
昭
和
九
年
会
計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
其
他
）　
会
計
課
』。

（
21
）　「
昭
和
九
年
七
月
三
〇
日
　
議
案
　
諸
税
引
当
金
当
期
損
金
計
上
ノ
件
」
前
掲
『
昭
和
九
年
会
計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
其
他
）　
会
計
課
』。

（
22
）　「
昭
和
九
年
七
月
一
九
日
　
議
案
　
所
有
株
式
帳
簿
価
格
引
下
ノ
件
」
前
掲
『
昭
和
九
年
会
計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
其
他
）　
会
計
課
』。

（
23
）　「
昭
和
拾
年
七
月
弐
拾
日
　
議
案
　
所
有
株
式
帳
簿
価
格
引
下
の
件
」『
昭
和
十
年
度
会
計
課
議
案
並
報
告
（
税
務
以
外
）　
会
計
課
』
合
名

3‌

7‌

1
。

（
24
）　
表
示
し
た
も
の
の
ほ
か
、
七
月
に
日
本
製
鉄
四
一
八
〇
株
、
帝
国
劇
場
三
三
六
四
株
、
一
二
月
海
外
工
業
二
五
〇
株
な
ど
も
売
却
さ
れ
て
い

る
（『
有
価
証
券
勘
定
元
帳
』
昭
和
一
一
年
、
合
名
4‌

5‌

4
）。
ま
た
、
一
二
月
に
小
野
田
セ
メ
ン
ト
三
〇
〇
〇
株
も
売
却
さ
れ
て
い
る
が
、
売
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却
価
格
が
不
明
で
あ
る
。

（
25
）　「
昭
和
一
一
年
五
月
二
一
日
　
王
子
製
紙
増
資
株
式
引
受
」『
理
事
会
記
録
』
昭
和
一
一
年
上
季
、
合
名
71
。

（
26
）　「
昭
和
拾
壱
年
拾
弐
月
参
日
　
議
案
　
物
産
及
鉱
山
株
券
発
行
ニ
関
ス
ル
件
」『
昭
和
十
一
年
度
会
計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
ノ
三
）　
会
計

課
』
合
名
3‌

7‌

2
。

（
27
）　「
昭
和
一
一
年
一
二
月
二
九
日
　
株
式
売
却
ノ
件
」『
理
事
会
記
録
』
昭
和
一
一
年
下
季
、
合
名
71
。

（
28
）　「
昭
和
一
二
年
一
月
八
日
　
三
井
物
産
会
社
増
資
新
株
引
受
之
件
」『
理
事
会
記
録
』
昭
和
一
二
年
上
季
、
合
名
72
。

（
29
）　
三
井
文
庫
編
『
三
井
事
業
史
』
本
編
第
三
巻
中
、
一
九
九
四
年
、
五
五
二
頁
。

（
30
）　「
昭
和
一
二
年
一
一
月
一
八
日
　
王
子
製
紙
株
式
会
社
株
式
売
却
之
件
」『
理
事
会
記
録
』
昭
和
一
二
年
下
季
、
合
名
73
。

（
31
）　「
昭
和
拾
参
年
弐
月
弐
拾
参
日
　
議
案
　
株
式
売
却
之
件
」『
昭
和
十
三
年
度
会
計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
ノ
三
）　
会
計
課
』
合
名
3‌

7‌

5
。

（
32
）　
市
価
変
動
に
よ
る
売
却
益
の
増
加
分
は
少
額
で
あ
っ
た
か
ら
、
こ
の
変
化
を
過
大
評
価
す
べ
き
で
は
な
い
。
し
か
し
、
そ
の
反
面
で
こ
う
し

た
変
化
に
は
、
三
井
合
名
の
資
金
事
情
に
対
す
る
認
識
の
変
化
が
示
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
注
意
を
払
う
べ
き
で
あ
る
。
こ
の
点
は
、
後
述
す
る

「
益
金
予
算
」
や
「
資
金
繰
表
」
の
作
成
な
ど
に
も
共
通
す
る
認
識
変
化
で
あ
り
、
危
機
意
識
の
反
映
で
あ
っ
た
。

（
33
）　「
昭
和
拾
参
年
参
月
壱
日
　
議
案
　
株
式
売
却
之
件
」
前
掲
『『
昭
和
十
三
年
度
会
計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
ノ
三
）　
会
計
課
』。

（
34
）　「
昭
和
拾
参
年
参
月
弐
拾
弐
日
　
議
案
　
株
式
売
却
之
件
」「
昭
和
拾
参
年
参
月
弐
拾
弐
日
　
議
案
　
株
式
売
却
之
件
」
同
前
。

（
35
）　「
昭
和
拾
参
年
四
月
壱
日
　
議
案
　
株
式
売
却
の
件
」
同
前
。

（
36
）　「
昭
和
拾
参
年
九
月
弐
拾
八
日
　
議
案
　
株
式
売
却
之
件
」
同
前
。

二
　
資
金
繰
り
の
逼
迫
と
借
入
金

つ
な
ぎ
資
金
の
借
入
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こ
う
し
て
昭
和
一
三
年
秋
か
ら
株
式
売
却
な
ど
に
よ
る
自
己
金
融
的
調
達
の
限
（
（
（

界
を
補
う
た
め
に
借
入
金
に
よ
る
資
金
調
達
が
増
加
し
た
。

三
井
合
名
の
貸
借
対
照
表
で
は
昭
和
一
三
年
度
末
に
二
八
〇
〇
万
円
の
借
入
金
が
計
上
さ
れ
、
一
五
年
度
末
に
は
五
三
〇
〇
万
円
に
達
し
て

い
（
（
（
る
。
ま
た
、
後
掲
表
18
に
も
あ
る
よ
う
に
、
三
井
同
族
へ
の
支
払
配
当
金
の
う
ち
相
当
額
を
三
井
合
名
は
「
社
員
預
金
」
と
し
て
預
か
っ

て
い
た
。
こ
れ
も
見
方
を
変
え
れ
ば
、
同
族
か
ら
の
借
入
金
と
い
う
性
格
の
も
の
で
あ
っ
（
（
（

た
。
同
族
か
ら
の
借
入
金
は
、
日
露
戦
争
前
後
の

三
菱
合
資
と
岩
崎
家
の
関
係
で
も
見
出
さ
れ
る
が
、
三
菱
の
場
合
に
は
長
期
の
資
金
供
給
で
あ
っ
た
の
に
対
し
て
、
こ
の
時
期
の
三
井
合
名

と
三
井
同
族
と
の
関
係
は
、
所
得
税
や
相
続
税
の
支
払
い
に
よ
っ
て
順
次
引
き
出
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
預
金
で
あ
る
た
め
に
、
安
定
的
な
長

期
資
金
の
供
給
と
い
う
面
で
は
限
界
が
あ
っ
た
。

昭
和
一
三
年
四
月
に
『
会
計
課
議
案
』
に
は
、「
短
期
借
入
金
」
二
件
が
提
出
さ
れ
、
三
井
銀
行
か
ら
一
八
五
〇
万
円
、
日
歩
一
銭
一
厘
、

期
間
は
一
〇
〇
〇
万
円
口
（
三
井
物
産
株
式
会
社
新
株
第
二
回
払
込
資
金
）
は
五
月
二
日
か
ら
一
〇
日
、
八
五
〇
万
円
口
（
三
井
鉱
山
払
込

資
金
）
は
四
月
二
一
日
か
ら
五
月
五
日
で
あ
っ
（
（
（

た
。
貸
出
形
式
は
振
出
手
形
よ
る
も
の
で
、
借
入
先
は
三
井
銀
行
で
あ
り
、
い
わ
ゆ
る
支
払

手
形
に
よ
る
短
期
借
入
で
あ
っ
た
。
こ
の
借
入
は
期
日
通
り
返
済
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
事
情
は
次
の
通
り
で
あ
っ
た
。

す
な
わ
ち
、
短
期
借
入
の
議
決
と
同
じ
日
に
、
会
計
課
は
以
下
の
株
式
売
却
を
提
案
し
て
承
認
さ
れ
た
。
こ
の
議
案
で
は
、
第
一
に
三
井

鉱
山
の
払
込
資
金
と
し
て
、
日
本
製
鋼
所
株
新
旧
各
三
七
五
〇
株
、
合
計
三
七
五
万
七
五
〇
〇
円
、
夕
張
鉄
道
株
新
旧
各
一
万
株
、
五
五
万

円
、
輪
西
鉱
山
株
三
七
五
〇
株
、
一
五
〇
万
円
、
日
東
拓
殖
農
林
一
九
八
〇
株
、
八
九
万
一
〇
〇
〇
円
、
石
油
合
成
特
許
組
合
出
資
金
一
八

〇
万
円
の
総
計
八
四
九
万
八
五
〇
〇
円
を
三
井
鉱
山
に
売
却
す
る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い
（
（
（
た
。
ま
た
、
同
じ
日
に
東
神
倉
庫
株
旧
株
二
万
九

五
〇
〇
株
、
新
株
九
万
四
〇
〇
〇
株
、
総
計
一
〇
〇
〇
万
円
を
三
井
物
産
に
売
却
す
る
こ
と
も
提
案
さ
れ
、
承
認
さ
れ
て
い
た
。
そ
れ
ぞ
れ

が
払
込
に
必
要
な
資
金
額
に
見
合
っ
た
も
の
で
あ
っ
た
か
ら
、
こ
の
短
期
借
入
金
は
、
株
式
の
売
却
手
続
き
が
完
了
す
る
ま
で
の
つ
な
ぎ
資

金
で
あ
り
、
そ
れ
ま
で
の
株
式
売
却
に
よ
る
資
金
調
達
と
変
わ
る
こ
と
の
な
い
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
し
て
、
三
井
合
名
は
、
三
井
鉱
山
へ
の
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株
式
売
却
で
は
、
売
却
差
益
二
一
五
万
円
余
を
獲
得
し
て
い
（
（
（

た
。
い
ず
れ
も
直
系
企
業
増
資
へ
対
応
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
た
だ
し
、
こ
の

増
資
払
込
を
受
け
た
三
井
鉱
山
と
三
井
物
産
と
は
、
実
質
的
に
は
新
た
な
資
金
を
得
る
こ
と
は
な
か
っ
た
こ
と
に
注
意
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。

こ
れ
に
対
し
て
、
秋
に
本
格
化
す
る
借
入
金
に
よ
る
資
金
調
達
で
は
、
最
初
は
国
債
担
保
に
よ
る
借
入
方
式
が
採
用
さ
れ
（
（
（
た
。
具
体
的
に

は
、
八
月
二
三
日
に
、
三
井
鉱
山
新
株
第
一
〇
回
払
込
資
金
と
し
て
一
〇
〇
〇
万
円
を
三
井
銀
行
と
三
井
信
託
か
ら
借
り
入
れ
る
こ
と
と
し

（
払
込
は
九
月
二
日
）、
そ
の
担
保
と
し
て
、
表
12
の
よ
う
に
三
井
合
名
乙
号
勘
定
に
計
上
さ
れ
て
い
る
国
債
を
甲
号
勘
定
に
一
時
的
に
借
り

入
れ
て
差
し
入
れ
る
こ
と
と
し
（
（
（

た
。
担
保
国
債
は
、
三
分
半
利
国
庫
債
券
「
い
号
」
か
ら
「
に
号
」
ま
で
四
銘
柄
額
面
合
計
一
二
六
八
万
円

二
一
〇
〇
円
、
時
価
一
二
五
〇
万
余
円
で
あ
っ
た
。
時
価
の
八
掛
け
が
借
入
金
額
で
あ
り
、
こ
の
時
期
の
通
常
の
担
保
差
入
額
と
い
う
こ
と

で
あ
ろ
う
。

そ
れ
か
ら
一
月
ほ
ど
後
の
九
月
二
一
日
は
、
新
た
に
三
五
〇
〇
万
円
の
借
入
が
提
議
さ
れ
た
。
借
入
総
額
三
五
〇
〇
万
円
に
対
し
て
、
九

月
三
〇
日
に
二
〇
〇
万
円
、
一
〇
月
中
旬
に
五
〇
〇
万
円
、
一
一
月
中
旬
に
三
〇
〇
万
円
の
合
計
一
〇
〇
〇
万
円
と
、
一
〇
月
一
日
に
三
井

鉱
山
増
資
新
株
第
一
回
払
込
資
金
と
し
て
二
五
〇
〇
万
円
を
借
り
入
れ
る
計
画
で
あ
っ
（
（
（
た
。
一
〇
〇
〇
万
円
口
は
、
諸
株
式
払
込
資
金
及
諸

税
金
納
付
の
引
当
金
で
あ
り
、
一
二
月
末
ま
で
に
株
式
配
当
金
そ
の
他
の
収
入
で
全
額
返
済
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
。
ま
た
、
二
五
〇
〇

万
円
口
は
「
株
式
配
当
金
及
株
式
売
却
代
金
ニ
依
リ
追
テ
返
済
ノ
事
」
と
「
追
テ
返
済
」
と
微
妙
な
違
い
が
あ
っ
た
。
こ
の
借
入
は
、
国
債

お
よ
び
株
式
を
担
保
と
し
て
い
た
。
前
者
の
一
〇
〇
〇
万
円
口
が
国
債
八
銘
柄
額
面
合
計
一
一
一
四
万
円
（
時
価
総
額
一
一
六
七
万
円
）
を

担
保
と
し
て
お
り
、
借
入
金
額
は
担
保
価
格
の
八
八
％
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
二
五
〇
〇
万
円
口
は
、
鐘
淵
紡
績
株
五
万
四
一
九
六
株
、
約
八

一
三
万
円
、
王
子
製
紙
株
旧
株
七
万
四
九
二
〇
株
、
新
株
九
万
四
九
二
〇
株
、
約
一
〇
一
九
万
円
、
北
海
道
炭
礦
汽
船
旧
株
七
万
二
五
〇
二

株
、
優
先
株
四
万
二
三
三
六
株
、
八
一
九
万
円
、
東
京
電
気
三
万
株
、
三
三
四
・
五
万
円
の
合
計
約
三
七
万
株
、
三
一
八
三
万
円
で
あ
っ
た

（
簿
価
二
一
三
三
万
円
）。
こ
の
株
式
の
評
価
額
は
山
一
証
券
が
発
行
し
て
い
る
『
日
報
』
九
月
二
〇
日
記
載
の
株
価
に
よ
っ
て
算
出
さ
れ
て



表 12　借入金の担保� （単位：1000 円）

借入提案日 金額 担保品 額面 簿価 単価（円） 時価

1938年

8月27日  10,000 国庫債券い号 3,673 3,599 98.7  3,625
国庫債券ろ号 6,120 5,998 98.6  6,034
国庫債券は号 1,790 1,747 98.5  1,763
国庫債券に号 1,100 1,074 98.5  1,083

小計 12,682 12,418 12,505

9月21日  10,000 第二五分利公債 4,014 3,929 103.7  4,153
甲い号五分利公債 111 112 103.7  115
甲ろ号五分利公債 1,089 1,103 103.7  1,129
ろ号四分利半国庫債券 500 506 103.2  516
は号四分利半国庫債券 1,500 1,518 103.2  1,547
へ号四分利公債 864 851 102.9  889
に号三分半利国庫債券 1,266 2,310 98.5  1,246
へ号三分半利国庫債券 1,800 1,764 98.5  1,769

小計 11,144 12,093 11,365

株数 簿価 単価 時価

9月21日  25,000 鐘淵紡績 54,196 7,042 150.0  8,129
王子製紙　旧 74,920 4,495 94.2  7,057
　　　　　新 94,920 2,373 53.8  5,107
北海道炭礦汽船　旧 72,502 3,616 71.5  5,184
　　　　　　　　優先 42,336 1,940 71.0  3,006
東京電気 30,000 1,862 111.5  3,345

小計 368,874 21,329 31,828

1939年

1月13日  6,000 北海道炭礦汽船　旧 72,502 3,616 71.5  5,307
　　　　　　　　優先 42,336 1,940 71.0  3,005

小計 114,838 5,556 8,312

1月13日  12,000 北海道炭礦汽船　新 114,838 1,435 25.5  2,928
大日本セルロイド　旧 25,000 675 67.3  1,683
　　　　　　　　　新 25,000 938 53.5  1,338
王子製紙　旧 4,920 295 93.0  458
　　　　　新 94,920 2,373 53.0  5,031
鐘淵紡績 14,196 1,845 145.0  2,058

小計 278,874 7,561 13,495

6月28日  18,000 北海道炭礦汽船　旧 72,402 3,611 71.5  5,438
　　　　　　　　優先 42,336 1,940 71.0  3,133
　　　　　　　　新 114,838 1,435 26.2  3,009
大日本セルロイド　旧 25,000 675 71.5  1,788
　　　　　　　　　新 25,000 938 58.0  1,450
王子製紙　旧 4,920 295 92.8  457
　　　　　新 94,920 2,373 52.7  5,002
鐘淵紡績 14,196 1,845 154.1  2,188

小計 393,612 13,112 22,463

出典）　『昭和十三，一四年度会計課議案並報告（株式税務以外）　会計課』（合名 376-2）．
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お
り
、
借
入
金
は
担
保
額
の
七
九
％
に
相
当
し
て
い
た
。

時
期
が
異
な
る
が
、
昭
和
一
五
年
期
首
の
傍
系
会
社
株
式

簿
価
は
（
前
掲
表
11
）
は
、
三
四
二
〇
万
円
で
あ
り
、
八

割
と
す
る
担
保
提
供
の
上
限
（
推
定
二
七
三
六
万
円
）
に

近
づ
い
て
い
た
と
考
え
ら
れ
る
。

こ
の
九
月
二
一
日
の
借
入
承
認
は
、
表
13
の
よ
う
な
資

金
繰
り
予
測
に
基
づ
い
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
一
二
月
に

収
納
予
定
の
配
当
金
一
五
〇
〇
万
円
弱
を
返
済
資
金
と
し

つ
つ
、
九
月
か
ら
一
〇
月
の
借
入
金
三
五
〇
〇
万
円
な
ど

に
よ
っ
て
株
式
払
込
等
の
四
〇
〇
〇
万
円
ほ
ど
を
支
弁
す

る
予
定
で
あ
っ
た
が
、
一
二
月
中
に
返
済
で
き
る
借
入
金

は
一
〇
〇
〇
万
円
に
限
ら
れ
て
い
た
。
そ
の
た
め
も
あ
っ

て
、
年
末
ま
で
に
三
〇
〇
万
円
近
い
借
入
残
が
残
る
と
と

も
に
預
金
残
高
は
三
五
〇
万
円
か
ら
五
五
七
万
円
を
維
持

す
る
見
込
で
あ
っ
た
が
、
未
確
定
の
払
込
金
を
差
し
引
く

と
二
〇
〇
万
円
を
切
る
見
込
み
で
あ
つ
た
。

資
金
繰
り
の
逼
迫
と
借
り
換
え

表 13　資金繰予測　昭和 13 年 9月 � （単位：1000 円）

13年 9月 中 10月中 11月中 12月中

資源 配当金 1,209 10 439 14,937
利子 9
不動産収益 460 130 130 130
寄付金その他取立 570
諸口 550
借入金 10,000
借入金今回分 2,000 5,000 3,000
借入金今回分 25,000
小計 14,219 30,140 3,569 15,646
月初銀行預金残高 2,845 3,472 4,176 3,260
計 17,064 33,612 7,745 18,906

所要資金 株式払込等 11,146 25,230 4,175
諸税公課 1,925 3,685 2,235
社員預金払出 500
諸払 521 521 310 600
借入金返済 10,000
小計 13,592 29,436 4,485 13,335

差引月末預金残高 3,472 4,176 3,260 5,571
未確定株金払込 0 150 1,950 1,598
再差引月末預金残高 3,472 4,026 1,160 1,873

 出典）　「昭和拾参年九月弐拾壱日　議案　借入金之件」前掲『昭和十三，十四年度会計課議案並
報告（株式税務以外）　会計課』．
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こ
の
よ
う
な
厳
し
い
資
金
繰
り
予
測
の
も
と
で
、
三
井
合
名
は
一
〇
月
末
に
会
計
課
で
は
、
三
五
〇
〇
万
円
の
借
入
金
の
う
ち
二
五
〇
〇

万
円
に
つ
い
て
昭
和
一
一
年
一
一
月
一
日
に
は
三
井
鉱
山
か
ら
の
預
リ
金
二
〇
〇
〇
万
円
を
受
け
入
れ
て
三
井
銀
行
か
ら
の
借
入
金
を
一
部

返
済
し
、
残
金
五
〇
〇
万
円
に
つ
い
て
は
、
三
井
信
託
か
ら
鐘
紡
株
四
万
株
を
担
保
に
借
り
入
れ
る
こ
と
に
し
た
。
し
た
が
っ
て
、
五
〇
〇

万
円
は
借
入
先
の
変
更
で
あ
っ
（
（1
（

た
。
三
井
鉱
山
は
、
合
名
へ
の
預
り
金
を
計
上
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
三
井
銀
行
通
知
預
金
と
同
率
の
日
歩

六
厘
の
金
利
を
得
る
資
産
と
し
て
増
資
資
金
を
運
用
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
が
、
そ
う
で
あ
っ
て
も
三
井
鉱
山
に
は
増
資
で
得
ら
れ
た

資
金
の
運
用
の
裁
量
性
は
制
限
さ
れ
て
い
た
。
な
お
、
三
井
信
託
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
同
様
に
「
株
式
配
当
金
及
株
式
売
却
代
金
」
に

よ
る
返
済
と
な
っ
て
い
た
。

九
月
の
借
入
の
返
済
期
限
が
到
来
し
た
一
二
月
末
に
は
、
新
た
に
一
三
〇
〇
万
円
（
三
井
銀
行
か
ら
八
〇
〇
万
円
、
三
井
信
託
か
ら
五
〇

〇
万
円
）
が
借
り
入
れ
ら
れ
（
（1
（

た
。
こ
の
資
金
の
用
途
は
三
井
鉱
山
か
ら
の
預
り
金
の
返
済
の
た
め
と
さ
れ
て
お
り
、
三
井
銀
行
に
国
債
一
一

〇
四
万
円
（
額
面
、
時
価
は
一
一
三
六
万
円
）、
三
井
信
託
に
王
子
製
紙
株
七
万
株
、
時
価
六
二
二
万
円
が
担
保
差
し
入
れ
ら
れ
た
。
三
井

銀
行
か
ら
の
借
り
入
れ
条
件
は
示
さ
れ
て
い
な
い
が
、
三
井
信
託
に
つ
い
て
は
、
約
手
期
日
が
一
月
三
〇
日
、
つ
ま
り
期
間
一
ヵ
月
の
約
束

手
形
形
式
で
あ
り
、
利
率
は
日
歩
一
銭
一
厘
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
三
五
〇
〇
万
円
借
入
口
の
う
ち
、
二
五
〇
〇
万
円
は
三
井
鉱
山
に

一
時
肩
代
わ
り
さ
れ
た
の
ち
、
年
末
の
一
三
〇
〇
万
円
借
入
に
よ
っ
て
鉱
山
か
ら
の
借
入
を
お
よ
そ
半
分
を
返
済
し
た
。
金
融
機
関
か
ら
の

借
入
は
、
こ
れ
ら
の
出
入
り
を
含
め
て
肩
代
わ
り
さ
れ
な
か
っ
た
一
〇
〇
〇
万
円
分
と
あ
わ
せ
て
二
二
〇
〇
万
円
と
な
っ
た
と
推
定
さ
れ
る
。

こ
う
し
て
借
入
金
は
実
質
的
な
借
り
換
え
が
行
わ
れ
、
常
態
化
し
た
。

翌
昭
和
一
四
年
一
月
一
三
日
に
な
る
と
、
配
当
金
お
よ
び
税
金
引
き
当
て
の
た
め
六
〇
〇
万
円
の
借
入
が
提
議
さ
れ
た
。
北
海
道
炭
礦
汽

船
の
株
式
を
担
保
と
し
た
三
井
銀
行
か
ら
の
借
り
入
れ
で
、
受
取
配
当
金
や
株
式
売
却
代
金
で
の
返
済
を
予
定
し
て
い
（
（1
（
た
。
さ
ら
に
同
日
に

は
、
一
二
〇
〇
万
円
の
借
入
が
三
月
末
七
五
〇
万
円
、
四
月
中
旬
四
五
〇
万
円
の
借
入
予
定
で
提
案
さ
れ
承
認
さ
れ
た
（
借
入
先
、
三
井
銀
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行
・
三
井
信
託
）。
こ
の
一
二
〇
〇
万
円
口
に
は
大
日
本
セ
ル
ロ
イ
ド
株
、

王
子
製
紙
株
、
鐘
淵
紡
績
株
な
ど
が
担
保
と
し
て
差
し
入
れ
ら
れ
て
い
る
が
、

こ
の
二
口
の
差
入
れ
担
保
で
は
、
九
月
の
借
入
と
対
比
す
る
と
、
北
海
道
炭

礦
汽
船
の
株
式
数
が
新
株
一
一
万
四
八
三
八
株
、
大
日
本
セ
ル
ロ
イ
ド
株
新

旧
各
二
万
五
〇
〇
〇
株
が
追
加
さ
れ
る
一
方
、
王
子
製
紙
旧
株
が
七
万
四
九

二
〇
株
か
ら
七
万
株
減
少
し
、
鐘
淵
紡
績
株
が
五
万
四
一
九
六
株
か
ら
一
万

四
一
八
六
株
に
四
万
株
減
少
し
て
い
（
（1
（

た
。
期
間
中
の
株
式
の
売
却
に
よ
る
も

の
で
あ
っ
た
。
こ
う
し
て
、
借
入
金
を
株
式
売
却
に
よ
っ
て
返
済
す
る
こ
と

に
よ
っ
て
、
三
井
合
名
は
追
加
的
な
借
入
に
要
す
る
担
保
を
先
細
り
さ
せ
て

い
た
。

な
お
、
一
二
〇
〇
万
円
の
借
入
に
つ
い
て
は
、
議
案
書
欄
外
に
四
〇
〇
万

円
と
追
記
さ
れ
、
さ
ら
に
四
月
二
〇
日
六
〇
〇
万
円
と
あ
り
、
実
際
の
借
入

額
は
一
〇
〇
〇
万
円
に
止
ま
っ
た
可
能
性
が
あ
（
（1
（

る
。
六
〇
〇
万
円
の
別
口
の

借
入
が
承
認
さ
れ
て
い
た
こ
と
を
考
え
れ
ば
、
一
二
〇
〇
万
円
を
直
ち
に
実
行
す
る
必
要
性
は
な
か
っ
た
こ
と
は
間
違
い
な
い
だ
ろ
う
。
こ

の
点
を
二
口
の
借
入
案
件
に
付
さ
れ
た
資
金
繰
り
予
定
表
（
表
14
）
か
ら
み
る
と
、
三
月
半
ば
に
銀
行
預
金
残
高
五
〇
〇
万
円
弱
に
対
し
て
、

六
月
に
配
当
収
入
一
六
八
〇
万
円
が
見
込
ま
れ
る
ま
で
、
三
～
五
月
に
は
目
立
っ
た
収
入
源
が
な
く
、
そ
の
た
め
に
三
月
か
ら
四
月
に
か
け

て
七
五
〇
万
円
、
四
五
〇
万
円
が
借
入
金
と
し
て
計
上
さ
れ
、
石
油
合
成
へ
の
出
資
金
一
五
〇
万
円
、
満
州
合
成
燃
料
へ
の
払
込
一
一
二
万

円
な
ど
に
加
え
て
、
税
金
支
払
が
三
月
八
二
八
万
円
、
四
月
三
一
三
万
円
が
あ
っ
て
、
六
月
末
に
は
配
当
金
等
の
収
入
が
あ
っ
て
も
借
入
金

表 14　資金収支表（昭和 14 年 1月13日   ）� （単位：1000 円）

摘要 3月 中 4月 中 5月 中 6月 中

3月25日 現在銀行預金 4,988

配当・不動産収入 170 151 652 16,789
寄付金共同取立 500
満州国借款元利金 1,240
利子繰替金回収等 29
借入金 7,500 4,500

　石油合成組合出資 △ 1,500
　株式払込 △ 150 △ 1,370
　諸税金 △ 8,276 △ 3,125 △ 919
　借入金利子及諸払 △ 412 △ 396 478 635
　社員預金払出 200
　借入金返済 18,000

残高 2,320 2,080 2,575 998

出典）　「昭和拾四年壱月拾参日議案添付書類」『昭和十三，十四年度会計課
議案並報告（株式税務以外）　会計課』合名376-1．払込株式の銘柄は，
3月 台湾拓殖， 4月 満州合成燃料，日本アルミであった．
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一
八
〇
〇
万
円
を
返
済
す
る
と
預
金
残
高
が
一
〇
〇
万
円
を
下
回
る
と
い
う
予
想
で
あ
っ
た
。

こ
う
し
た
厳
し
い
見
通
し
は
、
七
月
二
日
の
預
金
残
高
が
三
五
二
万
円
を
維
持
し
た
こ
と
か
ら
回
避
さ
れ
た
が
、
そ
れ
で
も
六
月
末
に
一

八
〇
〇
万
円
の
「
短
期
借
入
金
」
が
会
計
課
か
ら
提
案
さ
れ
承
認
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
の
借
入
は
、
七
月
七
日
の
四
〇
〇
万
円
を
は

じ
め
と
し
て
、
九
月
下
旬
に
四
回
に
分
け
て
総
額
一
八
〇
〇
万
円
を
調
達
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
。
実
際
に
は
、
七
月
六
日
四
〇
〇
万
円
、

二
四
日
四
〇
〇
万
円
、
八
月
二
一
日
三
〇
〇
万
円
、
九
月
三
〇
日
二
〇
〇
万
円
、
一

〇
月
二
四
日
四
〇
〇
万
円
、
一
一
月
三
〇
日
一
〇
〇
万
円
の
借
入
と
な
っ
た
。
総
枠

を
定
め
て
必
要
に
応
じ
て
小
口
に
分
け
て
借
り
入
れ
る
方
式
は
、
記
録
さ
れ
る
範
囲

で
は
一
月
一
三
日
の
借
入
か
ら
の
も
の
で
あ
っ
た
。
担
保
差
入
の
株
式
は
、
時
価
の

変
動
に
よ
っ
て
評
価
額
に
は
若
干
の
変
化
が
あ
っ
た
も
の
の
株
数
は
一
致
し
て
い
た

か
ら
、
こ
の
六
月
末
の
一
八
〇
〇
万
円
の
借
入
承
認
は
、
一
月
の
借
入
の
借
り
換
え

で
あ
り
、
同
時
に
そ
の
借
入
方
式
か
ら
み
て
、
資
金
繰
り
の
た
め
の
借
入
で
あ
っ
た

（
表
15
）。

以
上
の
よ
う
に
、
昭
和
一
四
年
に
な
る
と
三
井
合
名
は
期
末
に
受
け
取
る
予
定
の

子
会
社
配
当
金
に
よ
る
返
済
を
前
提
に
、
三
井
銀
行
や
三
井
信
託
か
ら
株
式
担
保
の

短
期
借
入
を
繰
り
返
し
、
当
面
の
資
金
繰
り
を
つ
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
状
況
に
追

い
込
ま
れ
て
い
た
。
株
式
の
払
込
資
金
や
所
得
税
・
相
続
税
の
支
払
い
に
必
要
な
資

金
が
、
こ
う
し
た
か
た
ち
で
調
整
さ
れ
て
い
た
。

こ
の
よ
う
な
事
態
に
追
い
込
ま
れ
る
こ
と
に
三
井
合
名
が
無
自
覚
で
あ
っ
た
と
い

表 15　資金収支表（昭和 14 年 6月28日   ）� （単位：1000 円）

7月 中 8月 中 9月 中

7月2日   現在銀行預金 3,521

配当・不動産収入 397 132 1,339
利子繰替金回収等 21
　石油合成組合出資 △ 1,500 △ 2,000
　株式払込 △ 349 △ 312
　諸税金 △ 7,302 △ 2,925
　借入金利子及諸払 346 △ 400 △ 428
　社員重役配当・賞与・交際費 △ 4,005 △ 702

残高 △ 9,238 △ 10,520 △ 14,513

借入予定 13,000 5,000
借入予定実行後の残高 3,762 2,480 3,487

出典）　「昭和拾四年六月弐拾八日議案添付書類」前掲『昭和十三，十四年度
会計課議案並報告（株式税務以外）　会計課』．八月の株式払込は大日本
セルロイドに対するもの．



248

う
わ
け
で
は
な
い
。
昭
和
一
三
年
か
ら
数
か
月
単
位
の
資
金
繰
り
表
が
作
ら
れ
て
い
る
こ
と
も
、
そ
の
よ
う
な
問
題
認
識
に
よ
る
も
の
で
あ

っ
た
と
考
え
ら
れ
る
が
、
こ
れ
よ
り
先
、
昭
和
一
〇
年
下
季
に
つ
い
て
、「
益
金
予
算
」
と
い
う
計
数
表
が
昭
和
一
〇
年
下
期
末
の
一
一
年

一
月
に
作
成
さ
れ
て
い
る
こ
と
も
、
こ
れ
に
関
連
す
る
も
の
と
み
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
れ
は
、
表
16
の
よ
う
な
形
式
の
も
の
で
、
前
期
の

決
算
を
参
考
に
当
期
の
益
金
の
配
分
を
予
定
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
当
期
の
純
益
金
に
前
期
繰
越
金
を
加
え
た
原
資
に
対
し
て
、

同
族
等
へ
の
配
当
金
、
別
段
配
当
金
な
ど
の
見
通
し
を
示
す
も
の
で
あ
っ
（
（1
（
た
。
益
金
の
帰
属
は
基
本
的
に
甲
号
勘
定
で
あ
り
、
そ
の
配
分
は
、

同
族
へ
の
配
当
金
は
一
〇
年
下
季
予
算
で
は
配
分
原
資
の
四
分
の
一
弱
に
す
ぎ
ず
、
繰
越
金
の
水
準
を
維
持
し
て
差
引
残
高
を
別
段
配
当
金

と
し
て
処
分
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
う
し
た
か
た
ち
で
、
益
金
の
行
き
先
を
あ
ら
か
じ
め
示
す
計
数
が
と
り
ま
と
め
ら
れ
た
の
は
、
こ
れ

以
前
に
は
見
出
し
え
な
い
の
で
、
三
井
合
名
会
計
課
が
将
来
的
な
財
務
状
態
に
関
心
を
持
ち
、
利
益
金
処
分
に
配
慮
せ
ざ
る
を
え
な
い
状
況

に
あ
っ
た
と
考
え
て
も
よ
い
だ
ろ
う
。

も
っ
と
も
、
益
金
予
算
が
判
明
す
る
限
り
で
み
る
と
、
表
17
の
よ
う
に
益
金
は
一
〇
年
下
季
の
九
八
三
万
円
か
ら
一
四
年
上
季
に
は
一
五

二
〇
万
円
と
五
四
〇
万
円
ほ
ど
増
加
し
て
い
る
。
こ
れ
に
と
も
な
っ
て
繰
越
金
も
一
一
七
万
円
ほ
ど
増
加
し
て
配
分
減
資
の
増
加
は
六
七
六

万
円
に
達
し
（
（1
（

た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
同
族
に
向
け
た
配
当
金
は

一
部
例
外
を
除
い
て
二
九
〇
万
円
、
一
二
年
下
季
か
ら
臨
時
配

当
金
八
〇
万
円
を
加
え
て
も
、
三
七
〇
万
円
に
止
ま
り
、
配
分

原
資
の
増
加
の
ほ
と
ん
ど
が
別
段
配
当
金
と
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
間
、
三
井
同
族
会
の
資
産
構
成
で
は
、
社
員
預
金
は
、

昭
和
七
年
七
〇
万
円
か
ら
、
八
年
に
五
〇
三
万
円
、
九
年
一
二

四
七
万
円
、
一
〇
年
一
三
三
二
万
円
、
一
一
年
一
八
三
九
万
円
、

表 16　昭和 10 年下期益金予算� （単位：1000 円

10年下期予算 参考　10年上期 増減

甲 乙 計 甲 乙 計 甲 乙 計

純益金 8,914 913 9,827 7,670 1,123 8,793 1,244 △ 210 1,034
　益金 8,914 913 9,827 8,820 1,123 9,943 94 △ 210 △ 117
　株式評価損金 0 △ 1,150 △ 1,150 1,150 0 1,150

前期繰越金 3,348 3,348 2,808 2,808 540 0 540
　満州国借款利子相当分 1,400 1,400 1,000 1,000 400 0 400
　普通繰り越し分 1,948 1,948 1,808 1,808 140 0 140
合計 12,263 913 13,175 10,479 1,123 11,601 1,784 △ 210 1,574
配当金
　同族会共同費 100 100 100 100 0 0 0
　同族会歳費その他 2,660 2,660 2,660 2,660 0 0 0
　同族会積立 140 140 140 140 0 0 0
　小計 2,900 0 2,900 2,900 0 2,900 0 0 0
別段配当金 5,586 913 6,500 3,876 1,123 5,800 1,710 △ 210 700
配当金合計 8,486 913 9,400 6,776 1,123 8,700 1,710 △ 210 700
賞与･交際費 354 354 354 354 0 0 0
後期繰越金 3,422 3,422 3,348 3,348 74 0 74
　満州国借款利子相当分 1,000 1,000 1,400 1,400 △ 400 0 △ 400
　普通繰り越し分 2,022 0 2,022 1,948 0 1,948 74 0 74

出典）　「昭和十一年一月二十日　昭和拾年下期益金予算ノ件」『昭和十一，十二年度会計課議案（株 式税務以外）』合名373．
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一
二
年
二
八
一
〇
万
円
、
一
三
年
二
八
六
八
万
円
、
一
四
年
二

九
七
七
万
円
と
推
移
し
て
い
（
（1
（
る
。
こ
の
社
員
預
金
の
増
加
を
も

た
ら
し
た
の
が
「
別
段
配
当
金
」
と
推
測
さ
れ
る
。
そ
こ
で
、

社
員
預
金
の
出
入
り
に
つ
い
て
、
表
18
で
み
る
と
、
配
当
金
の

預
入
高
は
昭
和
一
〇
年
に
六
〇
〇
万
円
台
に
減
少
す
る
も
の
の
、

そ
れ
以
降
は
年
間
二
〇
〇
〇
万
円
前
後
に
達
し
て
い
る
。
こ
れ

に
対
し
て
、
所
得
税
の
支
払
額
は
一
二
年
か
ら
の
増
税
で
一
〇

〇
〇
万
円
台
に
達
し
、
こ
れ
に
加
え
て
相
続
税
額
が
一
三
年
か

ら
は
八
〇
〇
万
円
を
超
え
る
こ
と
に
な
っ
（
（1
（

た
。
そ
の
た
め
に
、

昭
和
一
二
年
ま
で
の
預
金
残
高
の
増
加
傾
向
が
止
ま
り
、
社
員

預
金
に
よ
る
合
名
会
社
の
自
己
資
金
補
充
は
期
待
で
き
な
く
な

っ
て
い
た
。
一
二
年
に
は
前
年
に
比
べ
て
合
名
会
社
の
預
金
額

が
三
〇
〇
〇
万
円
近
く
減
少
し
て
い
る
こ
と
も
加
わ
っ
（
（1
（

て
、
流

動
的
な
資
金
の
確
保
が
厳
し
い
状
態
に
な
っ
た
こ
と
は
明
白
で

あ
っ
た
。

た
だ
し
、
注
意
す
べ
き
な
の
は
、
同
族
各
家
が
負
担
す
る
所

得
税
・
相
続
税
に
つ
い
て
は
、
三
井
合
名
が
そ
れ
ま
で
と
同
水

準
の
利
益
を
維
持
す
る
限
り
は
、
支
払
に
困
る
水
準
で
は
な
く
、

表 16　昭和 10 年下期益金予算� （単位：1000 円

10年下期予算 参考　10年上期 増減

甲 乙 計 甲 乙 計 甲 乙 計

純益金 8,914 913 9,827 7,670 1,123 8,793 1,244 △ 210 1,034
　益金 8,914 913 9,827 8,820 1,123 9,943 94 △ 210 △ 117
　株式評価損金 0 △ 1,150 △ 1,150 1,150 0 1,150

前期繰越金 3,348 3,348 2,808 2,808 540 0 540
　満州国借款利子相当分 1,400 1,400 1,000 1,000 400 0 400
　普通繰り越し分 1,948 1,948 1,808 1,808 140 0 140
合計 12,263 913 13,175 10,479 1,123 11,601 1,784 △ 210 1,574
配当金
　同族会共同費 100 100 100 100 0 0 0
　同族会歳費その他 2,660 2,660 2,660 2,660 0 0 0
　同族会積立 140 140 140 140 0 0 0
　小計 2,900 0 2,900 2,900 0 2,900 0 0 0
別段配当金 5,586 913 6,500 3,876 1,123 5,800 1,710 △ 210 700
配当金合計 8,486 913 9,400 6,776 1,123 8,700 1,710 △ 210 700
賞与･交際費 354 354 354 354 0 0 0
後期繰越金 3,422 3,422 3,348 3,348 74 0 74
　満州国借款利子相当分 1,000 1,000 1,400 1,400 △ 400 0 △ 400
　普通繰り越し分 2,022 0 2,022 1,948 0 1,948 74 0 74

出典）　「昭和十一年一月二十日　昭和拾年下期益金予算ノ件」『昭和十一，十二年度会計課議案（株 式税務以外）』合名373．
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年
々
の
社
員
預
金
の
増
加
分
で
十
分
に
ま
か
な
え
た
こ
と
で
あ
る
。
昭
和
一
一
～
一
二
年
に
は
社
員
預
金
預
入
額
に
対
し
て
、
所
得
税
と
相

続
税
の
支
払
額
に
は
十
分
な
余
剰
が
あ
っ
た
。
た
だ
し
、
同
族
の
側
か
ら
見
る
と
、
配
当
金
額
が
前
述
の
よ
う
に
固
定
さ
れ
て
い
る
な
か
で
、

所
得
税
負
担
が
増
加
し
て
手
許
資
金
が
先
細
っ
た
こ
と
に
対
処
す
る
必
要
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
臨
時
配
当
金
の
支
払
に
加
え
て
一
三
年
度

か
ら
は
計
算
上
は
社
員
預
金
に
利
子
を
付
す
（
（2
（

る
こ
と
な
ど
の
措
置
が
と
ら
れ
て
い
た
。
し
か
し
、
納
税
が
翌
年
度
で
あ
る
こ
と
を
考
慮
す
る

と
、
こ
の
時
期
に
も
前
年
の
配
当
金
預
入
額
と
所
得
税
・
相
続
税
の
支
払
額
の
差
額
は
か
な
り
小
さ
く
な
っ
て
い
た
か
ら
、
同
族
が
社
員
預

金
を
冠
婚
葬
祭
や
家
屋
の
修
繕
等
の
費
用
に
充
当
し
て
い
た
こ
と
を
考
慮
す
る
と
、
同
族
の
手
許
も
厳
し
い
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
れ
は
社
員

預
金
の
残
高
が
三
〇
〇
〇
万
円
に
近
く
に
達
し
て
い
る
な
か
で
、
将
来
的
に
は
そ
れ
が
安
定
的
な
資
金
供
給
源
と
は
い
い
が
た
く
な
っ
て
い

た
こ
と
を
意
味
す
る
。
借
入
金
に
よ
る
資
金
繰
り
の
必
要
性
は
、
こ
う
し
た
条

件
の
下
で
生
じ
て
い
た
。

し
か
し
、
以
上
の
状
態
は
、
資
金
繰
り
の
逼
迫
と
い
う
面
は
強
か
っ
た
と
し

て
も
、
三
井
合
名
の
財
務
状
態
の
悪
化
と
い
う
視
点
で
見
た
と
き
、
ど
の
程
度

懸
念
す
べ
き
こ
と
で
あ
っ
た
ろ
う
か
。
こ
れ
ま
で
の
研
究
で
は
、
こ
う
し
た
資

金
逼
迫
を
憂
慮
し
た
会
計
課
な
ど
の
提
案
を
起
点
に
、
三
井
合
名
は
相
続
税
の

表 17　益金予算の推移� （単位：1000 円）

10年下期 11年上期 11年下期 12年上期 12年下期 13年上期 14年上期

純益金 9,827 9,589 19,413 12,202 12,699 16,944 15,418
　　　　内乙分 913 1,963 715 1,065 1,031 894 928
　　　　株式評価損金 0 896 9,729 0 0 0 0

前期繰越金 3,348 3,387 3,719 3,864 4,200 4,206 4,517
　　　　満州国借款利子相当分 1,400 1,400 1,760 1,760 2,080 2,080 2,360
　　　　普通繰り越し分 1,948 1,987 1,959 2,104 2,120 2,126 2,157

合計 13,175 12,977 23,132 16,068 16,900 21,150 19,935

配当金　同族会共同費 100 80 100 100 100 100 100
　　　　同族会歳費その他 2,660 2,220 2,660 2,660 2,660 2,660 2,660
　　　　同族会積立 140 120 140 140 140 140 140
　　　　小計 2,900 2,420 2,900 2,900 2,900 2,900 2,900

臨時配当金 800 800 800

別段配当金 6,500 6,580 16,099 8,600 8,600 12,600 11,120
　　　　内乙分 913 1,963 715 1,065 1,031 894 928

配当金合計 9,400 9,000 19,000 11,500 12,300 16,300 14,820
　　　　内乙分 913 1,963 715 1,065 不明 894 928

賞与･交際費 354 300 365 333 315 323 323

後期繰越金 3,422 3,677 3,767 4,234 4,285 4,526 4,791
　　　　満州国借款利子相当分 1,000 1,760 1,760 2,080 2,080 2,360 2,600
　　　　普通繰り越し分 2,022 1,917 2,007 2,154 2,205 2,166 2,191

出典）　『会計課議案』各年より作成．13年下期は資料欠。

表 18　社員預金出入り表� （単位：1000 円）

昭和 4 年 昭和 5 年 昭和 6 年 昭和 7 年 昭和 8 年 昭和 9 年 昭和10年 昭和11年 昭和12年 昭和13年 昭和14年

繰越高 602 641 4,420 936 3,705 6,994 13,412 15,325 22,301 29,902 30,045
預入高 配当金 14,996 15,444 7,471 8,666 11,597 14,584 6,279 13,335 24,079 19,268 18,933

利子 1,035 1,052

合計 15,598 16,085 11,891 9,602 15,302 21,578 19,691 28,660 46,380 50,205 50,030

払出高 資本金払込 5,500 5,000 3,000
所得税 2,921 3,076 2,556 1,845 1,920 3,879 2,207 1,524 7,307 11,137 11,330
利子税 41
相続税 2,164 1,262 1,262 1,043 3,381 4,974 8,389 8,389
各家資金 2,871 326 138 8 3,388 2,786 660 454 2,596 233 200
その他引当 1,500 2,000 4,000 3,000 3,000 1,500 1,500 1,000 1,600 400 500

合計 14,956 11,664 10,956 5,896 8,308 8,165 4,367 6,359 16,477 20,159 20,460

差引残高 641 4,420 936 3,705 6,994 13,412 15,325 22,301 29,902 30,045 29,570

春日豊「戦時体制への移行と財閥の再編成」『三井文庫論叢』21 号，1987 年，307頁 ．原史料は三井 合名会社会計課「税法改正ノ当社及三井家ニ及ボス影響ト改組
ノ是非」昭和 15 年 1月31日   ．
13 年の預入合計が原表では誤りがあり，訂正した．
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表 17　益金予算の推移� （単位：1000 円）

10年下期 11年上期 11年下期 12年上期 12年下期 13年上期 14年上期

純益金 9,827 9,589 19,413 12,202 12,699 16,944 15,418
　　　　内乙分 913 1,963 715 1,065 1,031 894 928
　　　　株式評価損金 0 896 9,729 0 0 0 0

前期繰越金 3,348 3,387 3,719 3,864 4,200 4,206 4,517
　　　　満州国借款利子相当分 1,400 1,400 1,760 1,760 2,080 2,080 2,360
　　　　普通繰り越し分 1,948 1,987 1,959 2,104 2,120 2,126 2,157

合計 13,175 12,977 23,132 16,068 16,900 21,150 19,935

配当金　同族会共同費 100 80 100 100 100 100 100
　　　　同族会歳費その他 2,660 2,220 2,660 2,660 2,660 2,660 2,660
　　　　同族会積立 140 120 140 140 140 140 140
　　　　小計 2,900 2,420 2,900 2,900 2,900 2,900 2,900

臨時配当金 800 800 800

別段配当金 6,500 6,580 16,099 8,600 8,600 12,600 11,120
　　　　内乙分 913 1,963 715 1,065 1,031 894 928

配当金合計 9,400 9,000 19,000 11,500 12,300 16,300 14,820
　　　　内乙分 913 1,963 715 1,065 不明 894 928

賞与･交際費 354 300 365 333 315 323 323

後期繰越金 3,422 3,677 3,767 4,234 4,285 4,526 4,791
　　　　満州国借款利子相当分 1,000 1,760 1,760 2,080 2,080 2,360 2,600
　　　　普通繰り越し分 2,022 1,917 2,007 2,154 2,205 2,166 2,191

出典）　『会計課議案』各年より作成．13年下期は資料欠。

表 18　社員預金出入り表� （単位：1000 円）

昭和 4 年 昭和 5 年 昭和 6 年 昭和 7 年 昭和 8 年 昭和 9 年 昭和10年 昭和11年 昭和12年 昭和13年 昭和14年

繰越高 602 641 4,420 936 3,705 6,994 13,412 15,325 22,301 29,902 30,045
預入高 配当金 14,996 15,444 7,471 8,666 11,597 14,584 6,279 13,335 24,079 19,268 18,933

利子 1,035 1,052

合計 15,598 16,085 11,891 9,602 15,302 21,578 19,691 28,660 46,380 50,205 50,030

払出高 資本金払込 5,500 5,000 3,000
所得税 2,921 3,076 2,556 1,845 1,920 3,879 2,207 1,524 7,307 11,137 11,330
利子税 41
相続税 2,164 1,262 1,262 1,043 3,381 4,974 8,389 8,389
各家資金 2,871 326 138 8 3,388 2,786 660 454 2,596 233 200
その他引当 1,500 2,000 4,000 3,000 3,000 1,500 1,500 1,000 1,600 400 500

合計 14,956 11,664 10,956 5,896 8,308 8,165 4,367 6,359 16,477 20,159 20,460

差引残高 641 4,420 936 3,705 6,994 13,412 15,325 22,301 29,902 30,045 29,570

春日豊「戦時体制への移行と財閥の再編成」『三井文庫論叢』21 号，1987 年，307頁 ．原史料は三井 合名会社会計課「税法改正ノ当社及三井家ニ及ボス影響ト改組
ノ是非」昭和 15 年 1月31日   ．
13 年の預入合計が原表では誤りがあり，訂正した．
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支
払
い
な
ど
の
財
源
を
確
保
す
る
た
め
の
組
織
変
更

の
道
を
模
索
し
始
め
た
と
さ
れ
て
い
る
。
当
事
者
の

認
識
は
そ
の
よ
う
な
側
面
が
あ
っ
た
こ
と
は
、
組
織

改
革
提
案
か
ら
う
か
が
う
こ
と
は
で
き
る
。
し
か
し
、

相
続
税
の
支
払
い
は
、
三
井
合
名
が
多
額
の
含
み
資

産
を
有
し
て
お
り
、
そ
れ
故
に
同
族
の
三
井
合
名
出

資
分
の
資
産
評
価
が
極
め
て
高
い
水
準
に
評
価
さ
れ

て
い
た
た
め
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
も
し
そ
う
で
あ

れ
ば
、
単
純
に
相
続
税
を
支
払
う
た
め
に
は
、
三
井

合
名
の
含
み
資
産
を
資
金
化
す
る
方
策
を
講
ず
る
こ

と
で
も
解
決
で
き
る
も
の
で
あ
ろ
う
。
そ
れ
は
、
具

体
的
に
は
三
井
物
産
と
三
井
鉱
山
、
三
井
銀
行
な
ど

の
株
式
を
公
開
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
可
能
と
な
る
が
、

そ
れ
が
難
し
い
と
し
て
も
、
そ
れ
ら
の
株
券
を
担
保

に
し
て
三
井
合
名
が
関
係
金
融
機
関
か
ら
借
入
れ
、

同
族
に
貸
付
け
る
と
と
も
に
、
そ
の
後
の
配
当
金
に

よ
っ
て
返
済
を
受
け
る
と
い
う
こ
と
で
も
資
金
の
や

り
く
り
は
で
き
た
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
流
動
性

表 19　三井鉱山 株の売却（昭和 14〜15 年）� （単位：1000 円）

年 月 日 銘柄 新旧 株数 簿価 売却価格 単価計算値 売却益 売却先

14 12 28 三井鉱山 新株 売却 72,410  905,125  2,896,400  40.00  1,991,275  合名関係
新株 売却 223,740  2,796,750  8,949,600  40.00  6,152,850  鉱山関係
新株 売却 12,380  154,750  495,200  40.00  340,450  東神関係
新株 売却 7,910  98,875  316,400  40.00  217,525  信託関係
新株 売却 8,570  107,125  342,800  40.00  235,675  生命関係
新株 売却 1,210  15,125  48,400  40.00  33,275  日東関係

小計 小計 326,220  13,048,800  8,971,050 

15年 1 19 三井鉱山 旧株 売却 30,000  1,500,000  1,500,000  50.00  三井高公
外10名 に
売却

新株 売却 17,500  218,750  218,750  12.50 
31 三井鉱山 新株 売却 19,650  245,625  245,625  12.50  0  合名関係

220  2,750  2,750  12.50  0  鉱山関係
195,460  2,443,250  2,443,250  12.50  0  物産関係
53,880  673,500  673,500  12.50  0  銀行関係

三井鉱山 旧株 売却 3,000  150,000  150,000  50.00  0  泉橋慈善
病 院（三
井記念病
院）へ

2 29 三井鉱山 新株 売却 2,380  29,750  29,750  12.50  0  三井家職
員へ

4 13 三井鉱山 新株 売却 520  6,500  6,500  12.50  0  三井家職
員へ

小計 小計 322,610  5,270,125  5,270,125  0 

出典）　『有価証券勘 定元帳』昭和14年度（合名460），15年度（合名461）より作成．
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の
確
保
に
懸
念
が
あ
っ
た
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
が
、

そ
れ
は
財
務
的
な
危
機
と
し
て
認
識
す
る
問
題
で
は

な
い
と
評
価
す
べ
き
で
は
な
か
っ
た
と
考
え
る
こ
と

も
で
き
る
。

実
際
、
昭
和
一
四
年
一
二
月
末
に
は
、
表
19
の
よ

う
に
三
井
鉱
山
新
株
三
二
万
六
二
二
〇
株
を
株
価
四
〇
円
で
売
却
し
、
売
却
益
八
九
七
万
円
を
含
む
一
三
〇
五
万
円
の
代
金
を
取
得
し
（
（2
（

た
。

さ
ら
に
翌
一
五
年
一
月
か
ら
は
旧
株
三
万
株
を
三
井
同
族
に
簿
価
で
譲
渡
し
た
の
を
始
め
新
旧
株
式
合
計
三
二
万
株
あ
ま
り
を
簿
価
で
譲
渡

し
て
い
る
。
売
却
先
は
お
お
む
ね
三
井
関
係
に
限
ら
れ
て
い
（
（2
（
た
。
簿
価
合
計
は
五
二
七
万
円
で
あ
っ
た
。
こ
う
し
て
一
四
年
一
二
月
か
ら
翌

年
に
か
け
て
三
井
合
名
は
一
八
〇
〇
万
円
あ
ま
り
の
財
務
的
な
余
裕
を
獲
得
し
た
。
こ
の
売
却
は
、
三
井
鉱
山
株
式
一
〇
〇
円
払
込
株
を
五

〇
円
株
に
分
割
し
て
新
旧
株
式
各
二
〇
〇
万
株
と
な
っ
て
い
た
の
に
対
し
て
、
新
株
六
〇
万
株
余
と
旧
株
三
・
三
万
株
の
売
却
で
あ
っ
た
か

ら
、
株
数
比
で
一
五
％
ほ
ど
の
規
模
で
あ
っ
た
。
し
た
が
っ
て
、
三
井
合
名
が
同
様
の
方
式
を
と
る
こ
と
に
よ
っ
て
資
金
を
得
る
こ
と
は
十

分
に
可
能
で
あ
っ
た
。
三
井
物
産
に
つ
い
て
も
、
同
様
の
方
策
が
と
れ
る
と
す
れ
ば
、
三
井
合
名
が
資
金
調
達
手
段
の
限
界
に
達
し
て
い
た

と
は
言
い
難
い
だ
ろ
う
。
売
却
に
対
し
て
同
族
の
抵
抗
が
強
か
っ
た
こ
と
は
十
分
に
考
え
う
る
が
、
そ
う
で
あ
れ
ば
、
後
者
の
株
式
担
保
借

入
と
い
う
手
段
も
講
じ
る
こ
と
は
で
き
た
は
ず
で
あ
る
が
、
記
録
さ
れ
て
い
る
範
囲
で
、
鉱
山
株
、
物
産
株
を
担
保
と
す
る
借
入
は
行
わ
れ

な
か
っ
た
。
三
井
合
名
は
自
ら
手
を
縛
っ
て
い
た
と
い
う
べ
き
だ
ろ
う
。

（
1
）　
市
場
へ
の
株
式
の
売
却
は
、
市
場
か
ら
資
金
を
受
け
取
る
も
の
で
あ
っ
た
か
ら
、
自
己
金
融
的
資
金
調
達
は
崩
れ
て
い
た
と
い
う
こ
と
に
な

る
。
し
た
が
っ
て
、
借
入
金
の
導
入
を
指
標
に
自
己
金
融
か
ら
の
離
脱
を
強
調
す
る
の
は
正
確
な
評
価
で
は
な
い
。
こ
の
点
に
関
す
る
筆
者
の

表 19　三井鉱山 株の売却（昭和 14〜15 年）� （単位：1000 円）

年 月 日 銘柄 新旧 株数 簿価 売却価格 単価計算値 売却益 売却先

14 12 28 三井鉱山 新株 売却 72,410  905,125  2,896,400  40.00  1,991,275  合名関係
新株 売却 223,740  2,796,750  8,949,600  40.00  6,152,850  鉱山関係
新株 売却 12,380  154,750  495,200  40.00  340,450  東神関係
新株 売却 7,910  98,875  316,400  40.00  217,525  信託関係
新株 売却 8,570  107,125  342,800  40.00  235,675  生命関係
新株 売却 1,210  15,125  48,400  40.00  33,275  日東関係

小計 小計 326,220  13,048,800  8,971,050 

15年 1 19 三井鉱山 旧株 売却 30,000  1,500,000  1,500,000  50.00  三井高公
外10名 に
売却

新株 売却 17,500  218,750  218,750  12.50 
31 三井鉱山 新株 売却 19,650  245,625  245,625  12.50  0  合名関係

220  2,750  2,750  12.50  0  鉱山関係
195,460  2,443,250  2,443,250  12.50  0  物産関係
53,880  673,500  673,500  12.50  0  銀行関係

三井鉱山 旧株 売却 3,000  150,000  150,000  50.00  0  泉橋慈善
病 院（三
井記念病
院）へ

2 29 三井鉱山 新株 売却 2,380  29,750  29,750  12.50  0  三井家職
員へ

4 13 三井鉱山 新株 売却 520  6,500  6,500  12.50  0  三井家職
員へ

小計 小計 322,610  5,270,125  5,270,125  0 

出典）　『有価証券勘 定元帳』昭和14年度（合名460），15年度（合名461）より作成．
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捉
え
方
に
つ
い
て
は
、
武
田
晴
人
、
前
掲
『
日
本
経
済
の
発
展
と
財
閥
本
社
』
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
2
）　
三
井
文
庫
編
、
前
掲
『
三
井
事
業
史
』
本
編
第
三
巻
（
春
日
豊
執
筆
）、
七
一
五
～
七
二
三
頁
。

（
3
）　
春
日
豊
、
前
掲
「
三
井
財
閥
」（
七
一
頁
）
は
、
社
員
預
金
は
「
社
員
の
所
得
税
・
相
続
税
引
当
の
た
め
」
で
あ
り
、「
借
入
金
的
性
格
は
ま

っ
た
く
も
た
な
い
」
と
評
価
し
て
い
る
。
し
か
し
、
後
に
利
子
が
付
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
こ
と
を
別
に
し
て
も
、
こ
の
借
入
金
は
、
前
稿
で
も

明
ら
か
に
し
た
よ
う
に
、
税
務
対
策
と
し
て
配
当
性
向
を
高
め
た
際
に
、
そ
れ
で
は
自
己
資
金
が
不
足
が
ち
に
な
る
こ
と
を
懸
念
し
て
合
名
会

社
に
配
当
金
の
一
部
を
留
め
置
い
た
も
の
で
あ
り
、
そ
れ
自
体
と
し
て
所
得
税
の
支
払
い
や
相
続
税
の
支
払
の
引
当
を
意
図
し
た
も
の
で
は
な

か
っ
た
。
配
当
と
し
て
支
払
わ
れ
た
同
族
の
所
得
に
対
す
る
課
税
に
対
す
る
支
払
義
務
が
あ
る
以
上
、
社
員
預
金
は
同
族
の
課
税
支
払
い
に
充

当
さ
れ
る
こ
と
は
自
然
の
こ
と
で
あ
り
、
こ
の
関
係
は
、
支
払
義
務
が
生
ず
る
ま
で
三
井
合
名
が
社
員
か
ら
資
金
を
借
り
受
け
て
い
た
関
係
と

も
考
え
う
る
も
の
で
あ
ろ
う
。
三
井
文
庫
編
、
前
掲
『
三
井
事
業
史
』
第
三
巻
中
（
七
一
六
頁
）
で
は
、「
預
り
金
」
は
、「
相
続
税
対
策
の
た

め
に
積
み
立
て
ら
れ
た
」
も
の
と
の
認
識
を
示
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
昭
和
一
三
年
以
降
に
三
井
合
名
が
追
い
込
ま
れ
た
状
況
を
示
し
て
い
る

と
は
い
え
、
そ
れ
が
社
員
預
金
の
目
的
で
は
な
い
こ
と
に
は
注
意
す
べ
き
だ
ろ
う
。
な
お
、
三
井
合
名
の
損
益
計
算
書
に
お
い
て
、
昭
和
一
三

年
度
か
ら
利
子
支
払
が
急
増
し
て
い
る
こ
と
に
注
目
し
て
、『
三
井
事
業
史
』（
七
二
一
頁
）
で
は
、
こ
れ
は
借
入
金
の
増
大
の
影
響
が
あ
る
と

指
摘
し
て
い
る
が
、
同
年
度
か
ら
社
員
預
金
に
対
す
る
利
子
の
支
払
い
が
計
上
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
考
慮
す
る
と
、
こ
の
利
払
い
が
銀
行
等
か

ら
の
借
入
金
増
加
の
結
果
と
す
る
の
は
早
計
だ
ろ
う
。

（
4
）　「
昭
和
拾
参
年
四
月
拾
六
日
　
議
案
　
短
期
資
金
借
入
之
件
」『
昭
和
十
三
、
十
四
年
度
会
計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
税
務
以
外
）　
会
計

課
』（
合
名
3‌

7‌

6-

2
）。
春
日
豊
は
、
昭
和
一
三
年
九
月
二
日
が
短
期
の
借
入
を
別
に
し
て
借
入
金
に
よ
る
資
金
調
達
の
最
初
で
あ
る
と
し

て
い
る
。
五
月
の
借
入
が
本
論
で
示
し
た
よ
う
に
「
つ
な
ぎ
資
金
」
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
が
、
そ
の
後
の
借
入
も
借
入
期
間
が
短

い
こ
と
に
は
変
わ
り
は
な
い
こ
と
に
注
意
す
べ
き
だ
ろ
う
（
春
日
豊
、
前
掲
「
三
井
財
閥
」
七
九
頁
）。

（
5
）　「
昭
和
拾
参
年
四
月
拾
六
日
　
議
案
　
三
井
鉱
山
へ
株
式
売
却
の
件
」「
昭
和
拾
参
年
四
月
拾
六
日
　
議
案
　
三
井
物
産
へ
株
式
売
却
の
件
」

『
昭
和
十
三
年
度
会
計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
ノ
三
）　
会
計
課
』
合
名
3‌

7‌
5
。

（
6
）　
議
案
の
添
付
文
書
に
よ
れ
ば
、
こ
の
売
却
差
額
二
一
五
万
余
円
に
つ
い
て
、
税
務
上
の
差
益
金
は
八
六
万
余
円
と
注
記
さ
れ
て
い
た
。
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（
7
）　
借
入
金
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
春
日
豊
、
前
掲
「
三
井
財
閥
」
七
八
頁
、
第
1-

25
表
に
詳
し
い
。
た
だ
し
、
そ
れ
は
資
金
の
出
入
り
に
つ

い
て
の
記
録
に
即
し
た
も
の
で
、
三
井
合
名
が
借
入
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
な
意
思
決
定
を
し
た
こ
と
と
は
ず
れ
が
あ
る
。
つ
ま
り
、
三
井
合
名

は
、
本
文
で
示
し
た
よ
う
に
、
あ
ら
か
じ
め
一
定
期
間
内
の
借
入
枠
を
承
認
す
る
手
続
き
を
と
り
、
こ
れ
を
実
際
に
ど
の
タ
イ
ミ
ン
グ
で
ど
れ

だ
け
借
り
入
れ
る
か
は
会
計
課
の
判
断
に
委
ね
て
い
た
こ
と
は
、
三
井
合
名
の
統
治
構
造
を
考
え
る
上
で
は
見
逃
す
べ
き
で
き
な
い
だ
ろ
う
。

（
8
）　「
昭
和
拾
参
年
八
月
弐
拾
七
日
　
議
案
　
三
井
鉱
山
新
株
式
五
〇
〇
、
〇
〇
〇
株
払
込
資
金
借
入
ノ
件
」
前
掲
『
昭
和
十
三
、
十
四
年
度
会

計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
税
務
以
外
）　
会
計
課
』。

（
9
）　「
昭
和
拾
参
年
九
月
弐
拾
壱
日
　
議
案
　
借
入
金
之
件
」
同
前
。

（
10
）　「
昭
和
拾
参
年
拾
月
参
拾
壱
日
　
議
案
　
三
井
鉱
山
会
社
ヨ
リ
預
リ
金
並
ニ
借
入
金
借
入
先
変
更
ノ
件
」
同
前
。

（
11
）　「
昭
和
拾
参
年
拾
弐
月
弐
拾
九
日
　
議
案
　
借
入
金
之
件
」
同
前
。

（
12
）　「
昭
和
拾
四
年
壱
月
拾
参
日
　
議
案
　
借
入
金
之
件
」
同
前
。
こ
の
借
入
は
、
議
案
書
に
鉛
筆
書
き
で
一
九
日
に
四
〇
〇
万
円
、
二
三
日
に

二
〇
〇
万
円
の
借
入
実
行
と
付
記
さ
れ
て
い
る
。

（
13
）　「
昭
和
拾
四
年
壱
月
拾
参
日
　
議
案
　
借
入
金
之
件
」
同
前
。

（
14
）　
同
前
。

（
15
）　
益
金
の
予
算
に
つ
い
て
は
、
表
示
し
た
表
の
下
に
「
本
部
」「
農
林
課
」「
不
動
産
課
」
な
ど
に
分
け
た
収
入
が
示
さ
れ
て
い
る
。

（
16
）　
た
だ
し
、
繰
越
金
の
増
加
は
主
と
し
て
満
州
国
借
款
利
子
相
当
分
の
増
加
に
よ
る
こ
と
に
注
意
。

（
17
）　
三
井
文
庫
編
、
前
掲
「
三
井
事
業
史
』
第
三
巻
中
、
七
一
四
頁
、
第
3-

80
表
に
よ
る
。

（
18
）　
会
計
課
の
議
案
に
含
ま
れ
る
社
員
預
金
の
支
払
い
に
関
す
る
記
録
に
よ
る
と
、
相
続
税
の
支
払
額
に
は
、
表
18
と
若
干
の
差
異
が
あ
り
、
三

井
高
公
ほ
か
五
家
の
支
払
額
は
昭
和
一
一
年
三
三
九
万
円
、
一
二
年
五
一
三
万
円
、
一
三
年
八
六
四
万
円
、
一
四
年
八
三
九
万
円
で
あ
っ
た
。

ま
た
、
総
額
に
つ
い
て
は
、
前
掲
春
日
論
文
に
収
録
さ
れ
て
い
る
第
二
表
の
昭
和
一
五
年
一
月
現
在
の
相
続
税
額
も
、
た
と
え
ば
三
井
高
公
で

一
九
九
四
万
円
と
な
っ
て
い
る
が
、
会
計
課
議
案
に
含
ま
れ
る
課
税
総
額
は
二
一
五
一
万
円
で
あ
っ
た
（
春
日
豊
「
戦
時
体
制
へ
の
移
行
と
財

閥
の
再
編
成
」
参
照
）。
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（
19
）　
三
井
合
名
の
預
金
額
は
、
昭
和
一
一
年
四
八
七
六
万
円
、
一
二
年
一
九
六
二
万
円
、
一
三
年
七
二
四
万
円
と
急
減
し
て
い
た
（
三
井
文
庫
編
、

前
掲
『
三
井
事
業
史
』
第
三
巻
中
、
七
〇
四
頁
）。

（
20
）　
社
員
預
金
に
利
子
を
付
す
か
ど
う
か
の
判
断
に
つ
い
て
は
、「
昭
和
一
三
年
六
月
二
七
日
付
　
社
員
預
金
ニ
利
息
ヲ
附
ス
ル
事
ノ
得
失
調

書
」
前
掲
『
昭
和
十
三
、
一
四
年
度
会
計
課
議
案
並
報
告
（
株
式
税
務
以
外
）　
会
計
課
』
を
参
照
。

（
21
）　
三
井
文
庫
編
、
前
掲
『
三
井
事
業
史
』
第
三
巻
中
、
六
二
〇
頁
参
照
。

（
22
）　
春
日
豊
、
前
掲
「
三
井
財
閥
」（
四
〇
頁
）
は
、
こ
の
三
井
鉱
山
の
株
式
売
却
に
つ
い
て
触
れ
て
い
る
が
、
売
却
先
が
三
井
関
係
で
あ
る
こ

と
を
指
摘
す
る
だ
け
で
、
株
式
公
開
が
三
井
合
名
の
資
金
調
達
に
果
た
し
た
影
響
に
つ
い
て
は
、
言
及
に
乏
し
い
。
三
井
合
名
の
資
金
調
達
が

閉
じ
た
関
係
者
の
な
か
で
封
鎖
的
な
性
格
を
持
ち
続
け
た
こ
と
は
事
実
で
あ
ろ
う
が
、
買
い
取
っ
た
関
係
企
業
の
資
金
の
性
格
を
吟
味
せ
ず
に
、

一
次
的
な
関
係
だ
け
を
強
調
す
る
わ
け
に
は
い
か
な
い
。

お
わ
り
に

以
上
の
検
討
か
ら
、
三
井
合
名
が
資
金
調
達
に
つ
い
て
株
式
の
売
却
な
ど
の
手
段
を
講
じ
な
が
ら
、
資
金
繰
り
の
逼
迫
に
対
処
し
、
さ
ら

に
昭
和
一
三
年
頃
か
ら
は
短
期
の
借
入
金
を
繰
り
返
す
こ
と
に
よ
っ
て
帳
尻
を
あ
わ
せ
る
こ
と
を
試
み
て
い
た
こ
と
は
確
認
で
き
る
。。
そ

の
間
に
直
系
会
社
に
つ
い
て
は
、
三
井
鉱
山
に
対
す
る
「
預
り
金
」
の
設
定
や
払
込
資
金
に
相
当
す
る
株
式
の
譲
渡
に
よ
っ
て
三
井
鉱
山
や

三
井
物
産
の
増
資
に
対
応
す
る
な
ど
三
井
合
名
の
資
金
事
情
を
好
転
さ
せ
よ
う
と
試
み
て
い
た
。
三
井
物
産
や
三
井
鉱
山
の
株
券
を
発
行
し
、

流
動
化
さ
せ
る
準
備
も
整
え
た
が
、
そ
れ
が
有
効
に
機
能
す
る
の
は
、
昭
和
一
五
年
の
鉱
山
株
式
の
公
開
ま
で
待
た
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
三

井
合
名
は
、
総
じ
て
直
系
会
社
株
式
を
活
用
す
る
こ
と
に
は
消
極
的
で
、
封
鎖
的
所
有
を
基
本
と
す
る
「
総
有
制
的
資
産
保
有
」
の
原
則
に

と
ら
わ
れ
て
い
た
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
こ
う
し
た
状
況
の
下
で
、
三
井
合
名
の
資
金
的
な
逼
迫
の
度
合
い
は
昭
和
一
四
年
こ
ろ
に
は
か
な
り
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深
刻
な
も
の
と
な
っ
た
。

こ
の
よ
う
な
事
態
に
陥
っ
た
の
は
、
株
式
の
売
却
に
よ
っ
て
必
要
資
金
を
獲
得
す
る
方
策
を
主
と
し
た
こ
と
に
よ
り
、
借
入
金
担
保
の
先

細
り
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
こ
と
が
主
因
で
あ
っ
た
。
そ
れ
は
、
第
一
次
世
界
大
戦
後
の
古
河
合
名
が
、
大
連
事
件
に
よ
る
損
失
に
よ
っ
て
生

じ
た
債
務
を
返
済
す
る
た
め
に
、
市
場
性
の
あ
る
投
資
株
式
を
売
却
し
て
持
株
会
社
と
し
て
の
実
質
を
失
っ
た
こ
と
を
想
起
さ
せ
る
も
の
で

あ
っ
（
（
（
た
。
し
か
も
、
直
系
企
業
の
株
式
を
封
鎖
的
に
所
有
す
る
と
い
う
こ
と
を
継
続
し
た
点
で
も
古
河
と
共
通
す
る
面
が
あ
っ
た
。
も
ち
ろ

ん
、
三
井
合
名
は
そ
こ
ま
で
追
い
込
ま
れ
て
い
た
わ
け
で
は
な
い
。
し
か
し
、
株
式
売
却
は
そ
の
よ
う
な
危
険
性
を
伴
う
も
の
で
あ
り
、
株

式
担
保
借
入
に
必
要
な
有
力
な
担
保
証
券
を
失
う
可
能
性
が
あ
っ
た
。
鈴
木
商
店
が
台
湾
銀
行
に
対
し
て
実
質
の
な
い
、
市
場
価
格
の
算
定

不
能
な
株
式
を
担
保
に
差
入
れ
て
い
た
こ
と
と
対
比
す
る
（
（
（
と
、
三
井
合
名
が
頼
る
べ
き
金
融
機
関
で
あ
る
三
井
銀
行
や
三
井
信
託
は
そ
う
し

た
実
質
無
担
保
の
借
入
を
許
容
し
な
か
っ
た
の
で
あ
り
、
有
力
財
閥
に
お
け
る
銀
行
は
、
い
わ
ゆ
る
「
機
関
銀
行
」
と
は
異
質
で
あ
っ
た
と

考
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
そ
れ
ば
昭
和
一
四
年
に
は
計
画
し
て
い
た
北
海
道
炭
礦
汽
船
の
株
式
売
却
中
止
に
つ
な
が
っ
た
。

打
開
策
の
選
択
肢
は
限
ら
れ
て
い
た
が
、
そ
の
一
つ
は
一
四
年
末
か
ら
の
三
井
鉱
山
株
式
売
却
、
つ
ま
り
そ
れ
ま
で
手
を
つ
け
ら
れ
な
か

っ
た
直
系
会
社
株
式
を
流
動
化
し
、
含
み
益
を
資
金
化
す
る
方
策
で
あ
っ
た
。
こ
う
し
た
方
策
を
講
じ
る
余
地
は
、
そ
の
後
も
十
分
に
あ
っ

た
。
加
え
て
、
繰
り
返
し
に
な
る
が
直
系
企
業
株
式
を
担
保
と
す
る
借
入
も
可
能
で
あ
り
、
そ
れ
に
よ
っ
て
得
た
資
金
で
、
同
族
の
相
続
税

支
払
い
資
金
に
つ
い
て
「
社
員
預
金
」
で
は
不
足
す
る
分
を
補
填
す
る
余
地
も
十
分
に
あ
っ
た
。
昭
和
一
五
～
一
七
年
に
予
想
さ
れ
る
所
得

税
と
相
続
税
の
支
払
額
は
合
わ
せ
て
一
五
年
度
三
五
五
八
万
円
、
一
六
年
度
二
九
四
二
万
円
、
一
七
年
度
二
九
二
一
万
円
に
対
し
て
、
当
年

度
の
配
当
金
は
順
に
二
八
八
五
万
円
、
二
四
三
七
万
円
、
二
六
四
六
万
円
で
あ
り
、
年
々
の
不
足
額
は
、
六
七
三
万
円
、
五
〇
五
万
円
、
二

七
五
万
円
で
あ
っ
（
（
（
た
。
こ
の
程
度
の
資
金
の
調
達
が
難
し
い
か
ど
う
か
に
つ
い
て
、
組
織
改
革
を
提
案
し
た
三
井
合
名
会
計
課
「
税
制
改
正

ノ
当
社
及
三
井
家
ニ
及
ボ
ス
影
響
ト
改
組
ノ
是
非
」
は
、
一
八
年
頃
か
ら
相
続
税
の
年
賦
支
払
い
が
減
少
す
る
の
に
応
じ
て
「
相
続
税
引
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当
」
を
積
む
こ
と
に
よ
っ
て
収
支
の
悪
化
を
示
し
て
、
同
族
と
協
議
し
た
と
い
う
。
し
か
し
、
こ
の
会
計
課
の
主
張
を
そ
の
ま
ま
受
け
容
れ

る
こ
と
が
適
切
で
あ
ろ
う
か
。
同
族
へ
の
貸
付
を
含
め
て
、
会
計
課
は
同
族
の
側
に
は
支
払
の
原
資
が
な
い
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
が
、
会

計
課
の
予
測
に
基
づ
い
て
、
一
八
年
度
以
降
に
は
同
族
へ
の
配
当
金
か
ら
三
五
〇
～
八
〇
〇
万
円
の
相
続
税
引
当
金
の
計
上
が
可
能
に
な
る

と
す
れ
ば
、
そ
の
引
当
を
先
延
ば
し
て
も
、
右
の
不
足
額
推
計
一
四
〇
〇
万
円
ほ
ど
は
三
年
ほ
ど
で
補
填
可
能
で
あ
っ
（
（
（

た
。
も
ち
ろ
ん
、
こ

の
よ
う
な
予
測
に
基
づ
い
て
実
際
の
組
織
改
革
が
行
わ
れ
た
事
実
は
変
わ
ら
な
い
が
、
資
金
繰
り
困
難
を
抱
え
る
こ
と
に
な
っ
た
三
井
合
名

に
選
択
肢
が
ほ
か
に
な
か
っ
た
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
、
な
お
検
討
す
べ
き
点
が
残
っ
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

（
1
）　
武
田
晴
人
「
第
一
次
大
戦
後
の
古
河
財
閥
」『
経
営
史
学
』
一
五
巻
二
号
、
一
九
八
〇
年
。

（
2
）　
武
田
晴
人
『
鈴
木
商
店
の
経
営
破
綻
：
横
浜
正
金
銀
行
か
ら
見
た
一
側
面 

』
日
本
経
済
評
論
社
、
二
〇
一
七
年
。

（
3
）　
春
日
豊
、
前
掲
「
戦
時
体
制
へ
の
移
行
と
財
閥
の
再
編
成
」
三
〇
六
頁
。

（
4
）　
推
測
に
基
づ
い
て
い
る
の
で
検
討
す
べ
き
点
は
か
な
り
多
い
。
戦
時
の
資
金
統
制
が
三
井
合
名
の
借
入
金
に
よ
る
同
族
の
相
続
税
支
払
い
を

許
容
し
な
い
と
い
う
こ
と
も
考
え
う
る
。
た
だ
し
、
こ
う
し
た
戦
時
の
特
殊
な
条
件
に
制
約
さ
れ
て
い
る
と
す
れ
ば
、
所
得
税
増
税
も
戦
時
の

臨
時
的
な
側
面
を
有
し
て
い
た
か
ら
、
恒
久
的
な
条
件
と
し
て
、
相
続
税
の
支
払
い
を
含
め
た
将
来
の
見
通
し
を
論
ず
る
の
に
は
疑
問
が
残
る
。

な
お
、
同
族
と
三
井
合
名
と
の
貸
借
関
係
に
つ
い
て
は
、
無
担
保
融
資
も
あ
り
う
る
の
で
、
同
族
が
借
り
入
れ
る
こ
と
に
無
理
が
あ
る
と
は
考

え
に
く
い
。


